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長崎市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備

及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

長崎市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定

の要件を定める条例の一部を改正する条例

長崎市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例

長崎市交通遺児教育手当条例の一部を改正する条例
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長崎市旅館業法施行条例の一部を改正する条例

長崎市野母崎ふれあい新港条例を廃止する条例

辺地に係る公共的施設の総合整備計画について

辺地に係る公共的施設の総合整備計画について

辺地に係る公共的施設の総合整備計画について

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更について

工事の請負契約の締結について

工事の請負契約の締結について

工事の請負契約の締結について

工事の施行協定の一部変更について

土地の処分について

土地の処分について

権利の放棄について

土地の無償貸付けについて

市道路線の認定について

あらたに生じた土地の確認及び字の区域の変更について

包括外部監査契約の締結について
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第 3号報告専決処分の報告について

第 4号報告専決処分の報告について

(備考）

第3号議案発送遅延

第4号議案から第2 6号議案まで 別冊
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第2 7号議案

長崎市住宅用地特例の適用に関する家屋の要件を定める条例

(目的）

第1条この条例は、住宅用地特例の適用に関する家屋の要件を定めるこ

とにより、本市における住宅用地特例の適切な運用を図り、もって家屋

の管理状況に応じた適正かつ公平な固定資産税の賦課の実現に資するこ

とを目的とする。

(定義）

第2条この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。

(1)住宅用地特例地方税法（昭和2 5年法律第2 2 6号）第3 4 9条

の3の2の規定による住宅用地に対する固定資産税の課税標準の特例

をいう。

⑵家屋地方税法第3 4 9条の3の2第1項に規定する専ら人の居住

の用に供する家屋又はその一部を人の居住の用に供する家屋で政令で

定めるものをいう。

(住宅用地特例の適用に関する家屋の要件）

第3条住宅用地特例を適用する土地に係る家屋の要件は、賦課期日（長

崎市税条例（昭和2 5年長崎市条例第5 7号）第3 9条に規定する固定

資産税の賦課期日をいう。）において、？欠の各号のいずれにも該当しな

いものであることとする。

(1)住宅地区改良法施行規則（昭和3 5年建設省令第1〇号）別表第1

(い)欄二の項における同表(に)欄に掲げる評点の合計が1〇 0点以上であ

ること。
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⑵人の居住の用に供される見込みがないと認められること。

(委任）

第4条この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。

附貝リ

この条例は、令和6年1月1日から施行し、令和6年度以後の年度分の

固定資産税について適用する。

令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上富久

理由

住宅用地特例の適用に関する家屋の要件を定めることにより、本市にお

ける住宅用地特例の適切な運用を図り、もって家屋の管理状況に応じた適

正かつ公平な固定資産税の賦課の実現に資するため、この条例案を提出す

る〇
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第2 8号議案

長崎市老朽危険空家等を除却した土地に係る納税義務者の固定資産

税の減免に関する条例

(趣旨）

第1条この条例は、老朽危険空家等の除却を促進し、市民の良好な生活

環境の確保を図るため、地方税法（昭和2 5年法律第2 2 6号）第3 6

7条の規定に基づき、老朽危険空家等を除却した土地に係る納税義務者

の固定資産税を減免することに関し必要な事項を定めるものとする。

(定義）

第2条この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。

(1)老朽危険空家等空家等対策の推進に関する特別措置法（平成2 6

年法律第12 7号）第14条第2項の規定により所有者等（同法第3

条に規定する所有者等をいう。）に対し勧告がされた同法第2条第2

項に規定する特定空家等又は長崎市住宅用地特例の適用に関する家屋

の要件を定める条例（令和5年長崎市条例第 号）第3条各号に掲

げる要件のいずれにも該当する家屋（同条例第2条第2号に規定する

家屋をいう。）をいう。

⑵住宅用地特例地方税法第3 4 9条の3の2の規定による住宅用地

に対する固定資産税の課税標準の特例をいう。

(3)小規模住宅用地地方税法第3 4 9条の3の2第2項に規定する小

規模住宅用地をいう。

(4)解除等土地老朽危険空家等の敷地の用に供されていた土地であっ

て、老朽危険空家等に該当したことにより住宅用地特例の適用を解除
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したもの又は小規模住宅用地の面積が減少したものをいう。

(5)納期長崎市税条例（昭和2 5年長崎市条例第5 7号）第41条に

規定する固定資産税の納期をいう。

(6)賦課期日長崎市税条例第3 9条に規定する固定資産税の賦課期日

をいう。

(減免の適用）

第3条市長は、この条例の施行の日から令和10年12月31日までの

間に老朽危険空家等を除却した解除等土地に係る納税義務者の固定資産

税を減免することができる。

2 前項の規定にかかわらず、当該解除等土地に係る納税義務者が次の各

号のいずれかに該当する場合又は市長が適当でないと認める場合は、同

項の規定による減免はしない。

(1)市税（法人にあっては、市税、法人事業税、消費税又は地方消費税

)を滞納しているとき。

(2)不正な行為等により虚偽の申請をしたとき。

(減免の範囲等）

第4条前条第1項の規定による減免の対象となる範囲は、基準納期（第

6条の規定による減免の申請をした日以後最初に到来する納期限が属す

る納期をいう。）の初日から起算して3年を経過する日までの間に納期

限が属する納期分の固定資産税とする。

2 前項の規定にかかわらず、賦課期日において、前条第1項の規定によ

る減免を受けている者が次の各号のいずれかに該当する場合又は市長が

適当でないと認める場合は、当該賦課期日の属する年度の翌年度以後の

年度分に係る固定資産税は減免しない。

(1)新たに家屋を新築し、又は改修したことにより、解除等土地に新た
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に住宅用地特例の適用を受けたとき又は解除等土地に係る小規模住宅

用地の面積が増加したとき。

⑵解除等土地に係る納税義務者でなくなったとき（相続により当該納

税義務者でなくなったときを除く。）。

(3)解除等土地を住宅用地（地方税法第3 4 9条の3の2第1項に規定

する住宅用地をいう。）以外の用途に変更したとき。

(減免の額）

第5条第3条第1項の規定による減免の額は、解除等土地に係る納税義

務者の固定資産税の額と当該解除等土地に住宅用地特例の適用があるも

のとみなして算出した解除等土地に係る納税義務者の固定資産税の額と

の差額に相当する額とする。

(減免の申請）

第6条第3条第1項の規定による減免に係る申請については、長崎市税

条例第4 5条第2項（ただし書を除く。）及び第3項の規定を準用する。

この場合において、同条第2項中「前項の」とあるのは「長崎市老朽危

険空家等を除却した土地に係る納税義務者の固定資産税の減免に関する

条例（令和5年長崎市条例第 号）第3条第1項の」と、同条第3項

中「第1項」とあるのは「長崎市老朽危険空家等を除却した土地に係る

納税義務者の固定資産税の減免に関する条例第3条第1項」とする。

(委任）

第7条この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。

附貝IJ

(施行期日等）

1 この条例は、公布の日から施行し、令和5年度以後の年度分の固定資

産税について適用する。ただし、第2条の規定（長崎市住宅用地特例の
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適用に関する家屋の要件を定める条例に係る部分に限る。）は、令和6

年1月1日から施行し、令和6年度以後の年度分の固定資産税について

適用する。

(この条例の失効）

2 この条例は、令和1〇年12月31日限り、その効力を失う。ただし、

同日までに第6条の規定による減免の申請があった解除等土地に係る納

税義務者に対するこの条例の規定は、同日以後もなおその効力を有する。

令和5年2月2 0日提出

長崎市長田上昌久

理由

老朽危険空家等の除却を促進し、市民の良好な生活環境の確保を図るた

め、老朽危険空家等を除却した土地に係る納税義務者の固定資産税を減免

したいので、この条例案を提出する。
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第2 9号議案

長崎市監査委員条例の一部を改正する条例

長崎市監査委員条例（昭和3 9年長崎市条例第8号）の一部を次のよう

に改正する。

第9条第2項中「5 8 5, 0 0 0円」を「610, 0 0 0円」に改め、同条

第6項中「100分の24」を「100分の22」に改める。

附貝リ

この条例は、令和5年5月1日から施行する。

令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上 g 久

理由

常勤の監査委員の給料月額及び退職手当の支給割合を改定したいので、

この条例案を提出する。
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第3 0号議案

職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部を改正する条

例

職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（昭和2 6年長崎市条例

第8 8号）の一部を次のように改正する。

第1条中「及び休職」を「、休職及び降給」に改める。

第2条の見出し中「及び休職」を「、休職及び降給」に改め、同条第1

項中「行なわせなければ」を「行わせなければ」に改め、同条第2項中「

降任、」を「降任」に、「又は休職」を「、休職又は降給」に、「行なわ

なければ」を「行わなければ」に改める。

第3条第2項中「すみやかに」を「速やかに」に改め、同条第4項中「

あるのは」を「あるのは、」に改める。

第4条第1項及び第2項中「休職者は」を「休職者は、」に改める。

第6条を第9条とする。

第5条第2項中「取り消し」を「取消し」に改め、同条を第8条とし、

同条の前に次の3条を加える。

(降給の種類）

第5条降給の種類は、降格（職員の意に反して、当該職員の職務の級を

同一の給料表の下位の職務の級に変更することをいう。以下同じ。）及

び降号（職員の意に反して、当該職員の号給を同一の職務の級の下位の

号級に変更することをいう。以下同じ。）とする。

(降格の事由）

第6条任命権者は、職員が降任された場合のほか、職員の人事評価の全

体評語が最下位の段階である場合その他勤務の状況を示す事実に基づき
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勤務実績がよくないと認められる場合において、指導その他の任命権者

が定める措置を行ったにもかかわらず、なお勤務実績がよくない状態が

改善されないときであって、当該職員がその職務の級に分類されている

職務を遂行することが困難であると認められるとき（当該職員が降任さ

れた場合を除く。）において、必要があると認めるときは、当該職員を

降格するものとする。

(降号の事由）

第7条任命権者は、職員の人事評価の全体評語が最下位の段階である場

合その他勤務の状況を示す事実に基づき勤務実績がよくないと認められ

る場合であり、かつ、その職務の級に分類されている職務を遂行するこ

とが可能であると認められる場合であって、指導その他の任命権者が定

める措置を行ったにもかかわらず、なお勤務実績がよくない状態が改善

されない場合において、必要があると認めるときは、当該職員を降号す

るものとする。

附貝リ

この条例は、令和5年4月1日から施行する。ただし、第2条第1項の

改正規定、同条第2項の改正規定（「又は休職」を「、休職又は降給」に

改める部分を除く。）、第3条の改正規定、第4条の改正規定及び第5条

第2項の改正規定は、公布の日から施行する。

令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上 g 久

理由

本市の職員に係る人事評価の結果を職員の分限に活用することに伴い、
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職員の降給に係る手続を定める必要があるのと、

いので、この条例案を提出する。

その他所要の整備をした
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第31号議案

市長及び副市長の給与に関する条例等の一部を改正する条例

(市長及び副市長の給与に関する条例の一部改正）

第1条市長及び副市長の給与に関する条例（昭和2 6年長崎市条例第1

14号）の一部を次のように改正する。

第3条第1号中「9 7 8, 0 0 0円」を「1，0 9 6, 0 0 0円」に改め、

同条第2号中「8 4 0, 0 0 0円」を「8 9 2, 0 0 0円」に改める。

(教育長の給与等に関する条例の一部改正）

第2条教育長の給与等に関する条例（昭和2 8年長崎市条例第2 8号）

の一部を次のように改正する。

第2条第2項中「6 8 3, 0 0 0円」を「710, 0 0 0円」に改める。

(非常勤の職員の報酬等に関する条例の一部改正）

第3条非常勤の職員の報酬等に関する条例（昭和31年長崎市条例第2

4号）の一部を次のように改正する。

第2条第1項第1号中「7 3 7, 0 0 0円」を「7 4 4, 0 0 0円」に改

め、同項第2号中「6 7 3, 0 0 0円」を「6 7 9, 0 0 0円」に改め、同

項第3号中「619, 0 0 0円」を「6 2 5, 0 0 0円」に改め、同条第2

項第1号中「10 2, 0 0 0円」を「10 3, 0 0 0円」に改め、同項第2

号ア中「71，6 0 0円」を「7 2, 3 0 0円」に改め、同号イ中「5 5, 4

0 0円」を「5 5, 9 0 0円」に改め、同号ウ中「7, 8 5 0円」を「7, 9

0 0円」に改め、同項第3号ア中「6 L 7 0 0円」を「6 2, 3 0 0円」

に改め、同号イ中「4 9, 9 0 0円」を「5 0, 4 0 0円」に改め、同項第

4号ア中「113, 000円」を「114,000円」に改め、同号イ中「

8 5, 0 0 0円」を「8 5, 8 0 0円」に改め、同項第5号ア中「6 2，10
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0円」を「6 2, 7 0 0円」に改め、同号イ中「4 7, 2 0 0円」を「4 7，

60 0円」に改め、同号ウ中「3 7, 5 0 0円」を「3 7, 8 0 0円」に改

め、同項第6号ア中「10, 8 0 0円」を「10, 9 0 0円」に改め、同号

イ中「10, 0 0 0円」を「10，10 0円」に改め、同項第7号及び第8

号中「7, 8 5 0円」を「7, 9 0 0円」に改め、同項第9号中「9 3, 4 0

0円」を「9 4, 3 0 0円」に改め、同項第10号から第12号までの規

定及び同項第13号ア中「7, 8 5 0円」を「7, 9 0 0円」に改め、同号

イ中「6, 7 0 0円」を「6, 7 5 0円」に改め、同項第14号ア中「18，

70 0円」を「18, 9 0 0円」に改め、同号イ中「17, 7 0 0円」を「

17, 9 0 0円」に改め、同項第15号ア中「18, 7 0 0円」を「18, 9

0 0円」に改め、同号イ中「17, 7 0 0円」を「17, 9 0 0円」に改め、

同項第16号ア中「7, 8 5 0円」を「7, 9 0 0円」に改め、同号イ中「

6, 7 0 0円」を「6, 7 5 0円」に改め、同項第17号中「7, 8 5 0円」

を「7, 9 0 0円」に改め、同項第18号ア中「8, 7 0 0円」を「8, 8 0

0円」に改め、同号イ中「7, 8 5 0円」を「7, 9 0 0円」に改め、同項

第21号中「17 6, 0 0 0円」を「17 8, 0 0 0円」に、「211，0 0

0円」を「213, 0 0 0円」に、「10, 6 0 0円」を「10, 7 0 0円」

に改める。

(長崎市上下水道事業管理者の給与等に関する条例の一部改正）

第4条長崎市上下水道事業管理者の給与等に関する条例（昭和41年長

崎市条例第3 9号）の一部を次のように改正する。

第2条第2項中「6 8 3, 0 0 0円」を「710, 0 0 0円」に改める。

附貝リ

この条例は、令和5年5月1日から施行する。
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令和5年2月2 0日提出

長崎市長田上 S 久

理由

市長、副市長、教育長及び上下水道事業管理者の給料月額並びに議会の

議員に対する議員報酬の額及び非常勤の職員に対する報酬の額を改定した

いので、この条例案を提出する。
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第3 2号議案

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

一般職の職員の給与に関する条例（昭和2 6年長崎市条例第113号）

の一部を次のように改正する。

第4条第1項第2号イを次のように改める。

イ削除

別表第2医療職給料表⑵を次のように改める。

医療職給料表⑵削除

別表第3中第3項を削り、第4項を第3項とする。

附貝リ

(施行期日）

1この条例は、令和5年4月1日から施行する。

(特定の職務の級の切替え）

2この条例の施行の日（以下「切替日」という。）の前日において改正

前の一般職の職員の給与に関する条例別表第2医療職給料表(2)の適用を

受けていた職員（以下「医療職給料表⑵対象職員」という。）の切替日

における職務の級（以下「新級」という。）は、切替日の前日において

その者が属していた職務の級（以下「旧級」という。）に対応する附則

別表の新級（行政職給料表）の欄に定める職務の級とする。この場合に

おいて、同欄に2以上の職務の級が掲げられているときは、市長が定め

るところにより、そのいずれかの職務の級とする。

(号給の切替え）

3前項の規定による職務の級の切替えの適用を受ける職員の切替日にお

ける号給は、市長が定める。
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(給料の切替えに伴う経過措置）

4切替日の前日において医療職給料表⑵対象職員で、その者の受ける給

料月額が同日において受けていた給料月額に達しないこととなるものに

は、給料月額のほか、その差額に相当する額を給料として支給する。

5切替日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（前項に規定す

る職員を除く。）について、同項の規定による給料を支給される職員と

の権衡上必要があると認められるときは、当該職員には、市長が定める

ところにより、同項の規定に準じて、給料を支給する。

6切替日以降に新たに給料表の適用を受けることとなった職員について、

任用の事情等を考慮して前2項の規定による給料を支給される職員との

権衡上必要があると認められるときは、当該職員には、市長が定めると

ころにより、前2項の規定に準じて、給料を支給する。

(委任）

7附則第2項から前項までに定めるもののほか、この条例の施行に関し

必要な事項は、市長が定める。

(長崎市職員等の旅費に関する条例の一部改正）

8長崎市職員等の旅費に関する条例（昭和2 9年長崎市条例第2 9号）

の一部を次のように改正する。

附則第11項中「医療職給料表⑵若しくは」を削る。

別表第1中備考以外の部分を次のように改める。
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別表第1(第9条、第10条、第12条一第14条、第17条、第2 3

条関係)

旅費額

職名又は職務の級 鉄道賃 船 賃

車賃（1

キロメー

トルにつ

き）

日当（1

日につき
)

宿泊料（

1夜につ

き）

市長又は副市長

旅客運賃、急

行料金、特別

車両料金及び

座席指定料金

運賃の等級を

3階級に区分

する船舶にあ

っては上級の

運賃、2階級

に区分する船

舶にあっては

上級の運賃、

等級を設けな

い船舶にあっ

ては実費 9*7 ππ

円

3, 300

円

16, 500

行政

職給

料表

医療

職給

料表

(1)

医療

職給

料表

(3)

9級

以下

5級

以上

4級

以下

2級

以上

5級

運賃の等級を

3階級に区分

する船舶にあ

っては中級の

運賃、2階級

に区分する船

舶にあっては

上級の運賃、

等級を設けな

い船舶にあっ

ては実費

〇/ H

2, 600 13,100

4級

以下
1級

4級

以下
2, 200 10, 900
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別表第2中備考以外の部分を次のように改める。
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別表第2 (第16条、第2 3条関係）

移転料

職名又は職務

の級

鉄道5

0キロ

メート

ル未満

鉄道5

0キロ

メート

ル以上

1 0 0

キロメ

ートル

未満

鉄道1

0 0キ

ロ メー

トル以

上3 0

0キロ

メート

ル未満

鉄道3

0 0キ

ロ メー

トル以

上5 0

0キロ

メー ト

ル未満

鉄道5

0 0キ

ロ メー

トル以

上1，0

0 0キ

ロメー

トル未

満

鉄道1，

0 0 0

キロメ

ートル

以上1,

5 0 0

キロメ

ートル

未満

鉄道1,

5 0 0

キロメ

ートル

以上2,

0 0 0

キロメ

ートル

未満

鉄道2,

0 0 0

キロメ

ートル

以上

市長又は副市

長

円
153, 000

円
177, 000

円
218,000

円
269,000

円
356,000

円
375,000

円
401,000

円
465,000

行政

職給

料表

医療

職給

料表

⑴

医療

職給

料表

⑶
126, 000 144, 000 178,000 220, 000 292,000 306, 000 328,000 381,000

9級

以下

7級

以上

4級

又は

3級

/

6級

又は

5級

2級 5級 107,000 123,000 152, 000 187,000 248,000 261,000 279, 000 324,000

4級

以下
1級

4級

以下
93,000 107,000 132, 000 163,000 216,000 227, 000 243,000 282, 000
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附則別表（附則第2項関係)

職務の級の切替表

旧級（医療職給料表⑵） 新級（行政職給料表）

1級 1級

2級

1級

2級

3級

1級

2級

3級

4級 4級

5級 5級
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令和5年2月2 0日提出

長崎市長

理由

管理栄養士、薬剤師等の給料を見直したいので、

田上富久

この条例案を提出する。
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第3 3号議案

長崎市立学校職員の給与、勤務時間、休日、休暇等に関する条例の

一部を改正する条例

長崎市立学校職員の給与、勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成

3年長崎市条例第14号）の一部を次のように改正する。

第5条第1項中「同号に掲げる者のうち教育委員会が別に定めるものに

係る勤勉手当並びに同号に掲げる者に係る」を「勤勉手当、」に改め、同

条第2項中「（教育委員会が別に定める者に係るものに限る。）」を削る。

附貝IJ

この条例は、令和6年4月1日から施行する。

令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上富久

理由

教育委員会の事務局等に勤務する管理職以外の学校職員に係る人事評価

の結果を人事管理の基礎として活用することに伴い、当該学校職員に係る

勤勉手当の取扱いを見直したいので、この条例案を提出する。
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第3 4号議案

市長及び副市長の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

市長及び副市長の退職手当に関する条例（昭和3 2年長崎市条例第18

号）の一部を次のように改正する。

第3条第1号中「10 0分の6 0」を「10 0分の51」に改め、同条

第2号中「100分の3 9」を「100分の3 5」に改める。

附貝IJ

この条例は、令和5年5月1日から施行する。

令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上富久

理由

市長及び副市長の退職手当の支給割合を改定したいので、この条例案を

提出する。
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第3 5号議案

長崎市税条例の一部を改正する条例

長崎市税条例（昭和2 5年長崎市条例第5 7号）の一部を次のように改

正する。

第61条の2第1項第1号中「で年齢18歳未満のもの又は精神障害者

」を「又は精神障害者（以下「身体障害者等」という。）」に、「当該身

体障害者若しくは精神障害者（以下「身体障害者等」という。）」を「当

該身体障害者等」に改める。

附貝IJ

(施行期日）

1この条例は、令和5年4月1日から施行する。

(経過措置）

2改正後の長崎市税条例の規定は、令和5年度以後の年度分の軽自動車

税の種別割について適用し、令和4年度分までの軽自動車税の種別割に

ついては、なお従前の例による。

令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上富久

理由

身体障害者と生計を一にする者の税負担の軽減を図るため、軽自動車税

の種別割に係る減免措置を見直したいので、この条例案を提出する。
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第3 6号議案

長崎市手数料条例の一部を改正する条例

第1条長崎市手数料条例（平成12年長崎市条例第6号）の一部を次の

ように改正する。

別表第1第211号及び第212号を次のように改める。
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(211)低炭素
^^勿新
籍計画
の認定申
請手数料

ア都
市の
イ職
*化
の促
進に

関す
る法
律（
平成
2 4

8 4

号。
以下
「低

炭素
化促
週去
」と

いう<
)第
5 4

錄
2項
に規
定す
る¢
出が
ない

土飴

(ア）一戸
建て住
宅（住
宅以外
の用途
に供す
る部分
を有す
るもの

を含む。
以下同
じ。）
の住宅
のみの

縣(
ただし、
住宅以
外の用
途に供
する音|^
分を有
する一
戸建て
住宅の

勿

の全体
の申請
を併せ
て行う

あって

は、（ウ）
の規定

a ^^勿
のエネル

ギー消費
性能の向
上に関す
る法律(
平成2 7
賴纖
5 3号。
以下「建
鍵勿省エ
ネ法」と
いう〇 )
第15条
第1項に
規定する
鐵^^
物エネル
ギー消曹

髄判定
機関、品
確法第5
条第1項
に規定す
る麺主
宅性媚平
価機関又
は難基
準法第7
7条の2
1第1項
に規定す
る指定確
認纏機
関が当該
計画が低
炭素化促
週去第5
4錄1
項各号に
掲げる基
準に適合
している

ことを証
する胃
(以下こ

の号及び
次号にお
し、て「適
合証」と
いう。)
の提出が
ない場合
であって、

1件 3万3, 500 低炭素化
健法第
5 3鎌
1項
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(a)当該
共同住
宅等の
共用部

分の呆
面積の
合計(
以下こ
の号に
おいて

「共用
音粉由
面積」
という0
)が3
0 0平

方メー
トル以

内の場
合は、
当言娥
同住宅
等の住
戸の数
の合計
(以下
この号
及び次
号にお
いて「

應手法

が性能基
準のとき

14 万 5001件

(イ）共同
住宅等
の住棟
全体の
場各

b 適合証
の提出が
ない場合
であって、
言柵手法
が仕機
準のとき

C 適合証
の提出が
ある場合

1件

1件

1万 7,100

4,600

住
住
J
ぅ
応
次
げ
分
1

祠
等
数
い
に
、
掲
区
.

共
宅
戸
と
>
じ
に
る
I

a
 
適
合
証
の
提
出
が
な
い
場
合
で
あ
っ
て
、
評
価
手
法
が
性
能
基
準
の
と
き
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17 万 4,600

20 万 2,100

24 万 900

29 万 9,300

38 万 2,600

48 万 400

59 万 6, 500

件
 
件
 
件
 
件
 
件
 
件
 
件

1
を
え
戸
下
暴
 
5
を
え
〇
以
の
含
1
戸
超
2
戸
下
場
2
戸
超
5
戸
下
場
 
5
戸
超
1
〇
以
の
ム
ロ
1
0
を
え
〇
戸
下
場
 
2
0
を
え
〇
戸
下

戸
超
5
以
の
合
戸
超
1
戸
ヤ
蒙
 
〇
を
え
5
以
の
合
 
5
を
え
〇
以
の
合
 
〇
を
え
〇
戸
下
場
 
〇
戸
超
2
0
以
の
合
 
〇
戸
超
3
0
以

nIIIIVvVIVIIvm
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の場
合

IX 口 3
0 0

戸を
超え
る場

1件 68 万1,800

(b)共用
音粉由
面積が
3 0 0

平方メ
ートル

を超え
2, 0 0
0平方
メー ト

ル以内
の土

は、共
同住宅
等住戸
数に応
じ、（イ）
a (a)に
掲げる
区分

1件 共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)a⑸に掲げ
る区分による
金額（以下こ
の号において
「(イ)a (a)の規

疋による金各頁
」という〇 )
に6万9，5 0
0円を加算し
た金額

(c)共用
音粉虫
面積が
2, 0 0
0平方
メー ト

ルを超
え5, 0
0 0平
方メー
トル以

内の場
合は、
共同住
宅等住
戸数に
応じ、
(イ)a (a)
に掲げ
る区分

1件 共同住宅等住

戸数に応じ、
(イ)a (a)の規定
による金額に
1 6 万 7, 9 0
0円を加算し
た金額

(d)共用
部分床
面積が
5, 0 0
0平方
メー ト

1件 共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)a (a)の規定
による金各頁に
2 4 万 6, 0 0
0円を加算し
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b

適
合

ルを超
え1万
平方メ
ートル

以内の

共同住
宅等住
戸数に
応じ、
(イ）a⑸
に掲げ
る区分

(e)共用
部分床
面積が
1芳平
方メー
トルを

超え2
万5, 0
0 0平
方メー
トル以

内の場
合は、
共同住
宅等住
戸数に
応じ、
(イ）a (a)
に掲げ
る区分

(f)共用
部分床
面積が
2万5,
0 0 0

平方メ
ートル

を超え
る場合
は、共
同住宅
等住戸
数に応
じ、（イ)
a (a)に
掲げる

一区分一
(a)共用
部分床
面積が
3 0 0

1件

1件

た金額

共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)a (a)の規定
による金額に
3 1万 4, 9 0
0円を加算し
た金額

共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)a (a)の規定
による金額に
3 8 万 4, 5 0
0円を加算し
た金各頁

円
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平方メ
ートル

以内の

共同住
宅等住
戸数に
応じ、
次に掲
げる区

1件

1件

1件

1件

1件

1件

1件

12万 4,100

13万 9,100

15 万 3,600

17 万 3,900

20 万 8,000

25 万 9,900

32 万 4,800

の
ム
ロ
ー
を
え
戸
下
場
 
5
を
え
〇
以
の
合
1
戸
超
2
戸
下
場
 
2
戸
超
5
戸
下
場
 
5
戸
超
1
〇
以
の
ム
ロ
ー
〇

戸
^
一
π
超
5
以
の
合
戸
超
1
戸
下
湯
 
〇
を
え
5
以
の
合
 
5
を
え
〇
以
の
合
 
〇
を
え
〇
戸
下
場
 
〇

nnlIVVVIW

証
の
提
出
が
な
い
場
合
で
ぁ
っ
て
、
評
価
手
法
が
仕
様
基
準
の
と
き
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戸を
超え
2 0

0戸
以下
の場
合

W 口 2
0 0

戸を
超え
3 0

0戸

以下
の場
合

IX 口 3
0 0

戸を
超え
る場
合

(b)共用
部分床
面積が
3 0 0

平方メ
ートル

を超え
2, 0 0
0平方
メー ト

ル以内
の

は、共
同住宅
等住戸
数に応
じ、（イ)
b (a)に
掲げる
区分

(c)共用
部分床
面積が
2, 0 0
0平方
メート

ルを超
え5, 0
0 0平
方メー
トル以

内の場

1件

1件

1件

38 万 8, 500

42 万 7,200

共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)b (a)に掲げ
る区分による
金額（以下こ
の号において
「(イ)b (a)の規

定による金額、
」という。)
に6万9, 5 0
〇円を加算し
た金額

共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)b (a)の規定
による金客頁に
1 6 万 7, 9 0
0円を加算し
た金額
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合は、
共同住
宅等住
戸数に
応じ、
(イ)b (a)
に掲[士
る区分

(d)共用

部分床
面積が
5, 0 0
0平方
メー ト

ルを超
え1万
平方メ
ートル

以内の

共同住
宅等住
戸数に
応じ、
(イ)b (a)
に掲げ
る区分

1件 共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)b (a)の規定
による金額に
2 4 万 6, 0 0
0円をカロ算し
た金額

(e)共用

部分床
面積が
1万平
方メー
ドルを
超え2
万5, 0
0 0平
方メー
トル以

内の場
合は、
共同住
宅等住
戸数に
応じ、
(イ)b (a)
に掲t 士'
る区分

1件 共同住宅等住
戸数に応じ、
(ィ)b (a)の規定
による金額に
3 1万 4, 9 0
〇円を加算し
た金額

⑺共用
部分床
面積が
2万5,
0 0 0

平方メ
ートル

1件 共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)b (a)の規定
による金額に
3 8 万 4, 5 0
0円を加算し
た金額
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共用
部分床
面積が
3 0 0

平方メ
ートル

以内の

共同住
宅等住
戸数に
応じ、
次に掲
げる区

を超え
る場合
は、共
同住宅
等住戸
数に応
じ、（イ)
b (a)に
掲げる
区分

1件

1件

1件

1件

1件

円

1万 3,800

1万8,400

2 万4,900

3 万 5,400

5 万 3,200

分
t

・
の
合
1
を
え
ー
ロ
下
場
 
5
を
え
〇
以
の
合
1
戸
超
2
戸
下
場
 
2
戸
超
5

戸
暴
戸
超
5
以
の
合
戸
超
1
戸
下
影
 
〇
を
え
5
以
の
合
 
5
を
え

* nnlIVV

C
 
適
合
証
の
提
出
が
あ
る
場
合
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0戸
以下
の場

合VI 口 5
0戸
を超
え1

0 0

戸以
下の
騎

VD 1

0 0

戸を
超え
2 0

0戸
以下
の場

合Vffl 2

0 0

戸を
超え
3 0

0戸
以下
の場

IX 口 3
0 0

戸を
超え
る場

合(b)共用
部分床
福が
3 0 0

平方メ
ートル

を超え
2, 0 0
0平方
メー ト

ル以内
の

は、共
同住宅
等住戸
数に応
じ、（イ)
c (a)に

1件

1件

1件

1件

1件

8 万7,900

13 万 3,900

16 万6,700

17万7,200

共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)c (a)に掲げ
る区分による
金額（以下こ
の号において
「(イ）c (a)の規

定による金額
」という〇 )
に1万7, 0 0
0円を加算し
た金額
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掲げる
区分

(c)共用
部分床
福が
2, 0 0
0平方
メート

ルを超
え5, 0
0 0平
方メー
トル以

内の場
台は、
共同住
宅等住
戸数に
応じ、
(イ）c (a)
に掲げ
る区分

1件 共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)c (a)の規定
による金客頁に
6 万 9, 5 0 0
円を加算した
金額

(d)共用
部分床
面積が
5, 0 0
0平方
メート

ルを超
え1万
平方メ
ードル
以内の

共同住
宅等住
戸数に
応じ、
(イ）c (a)
に掲げ
る区分

1件 共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)c (a)の規定
による金客頁に
11万 5, 5 0
〇円を加算し
た金額

(e)共用
部分床
面積が
1万平
方メー
ドルを
超え2
万5, 0
0 0平
方メー
トル以

内の場
台は、

1件 共同住宅等住
戸威に応じ、
(イ)c (a)の規定
による金客頁に
1 4 万 8, 3 0
0円を加算し
た金額
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(ウ）共同
住宅等
と住宅
以外の
用途に
供する
部分を
有する

(以下
「複合

」とい

う。）
又は住
宅以外
の用途
に供す
る音|^分
を有す
る一戸
建て住
宅の建
築吻の
全体の
齢

(エ）住宅
の部分

a 1棟の建
鋤の床

1件共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)c (a)の規定
による金額に
1 8 万 7, 6 0
〇円を加算し
た金額

1件複合一^に
おける共同住
宅等の部分の
共用部分を共
同住宅等の共
用部分とみな
して}^用する
(イ)に掲げる区
分による金額
(住宅以外の

用途に供する
音P分を有する
一躍て住宅
の場T合にあっ
ては、（了)に掲
げる区分によ
る金額）に、
複合^^又
は一戸建て住
宅の住宅以外
の用途に供す
る音|^分を1棟
の建築吻とみ
なして適用す
る(エ)に掲げる
区分による金
額を加算した
金額

住
住
に
、
⑸
げ
分

同
等
数
じ
C
掲
区

共
^
-
戸
応
⑷
に
る

一
用
床
が
5
’
 
〇
 
メ
ル
え
令
共
宅
戸
応
⑷
に
る

I
共
分
積
万
〇
方
卜
超
皆
、
住
住
に
、
3
げ
分

部
面
2
0
平
一
を
る
は
同
等
数
じ
C
掲
区

⑺
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面積の合
計に応じ、
次に掲げ
る区分
(a)3 0

0平方
メート

ル以内
の場合

(b)3 0
0平方
メー ト

ルを超
え2, 0
0 0平
方メー
トル以

内の場

(c)口 2, 0
0 0平
方メー
トルを

超え5,
0 0 0

平方メ
ートル

以内の

(d)5, 0
0 0平
方メー
トルを

超え1
万平方
メート

ル以内
の場合

1件 2 3 万6,3 0
0円（ただし、
搬素化鍵
法第5 4錄
1項第1号に
規定する国土
交通大臣が定
める一によ
り、外壁、窓
等を通しての
熱の損失の防
iLに彙する童
準が適用され
ない非住宅建
製勿（以下「
外皮性能の基
準を適用しな
いもの」とい
う。)にあっ
ては、10万
7, 0 0 0 円）

1件 3 7 万6,6 0
0円(ただし、
外皮性能の基
準を適用しな
いものにあつ

ては、17万
6, 5 0 0 円）

1件 5 3 万6, 0 0
0円(ただし、
外皮懺の基
準を適用しな
いものにあっ

ては、2 7万
4, 9 0 0 円）

1件 6 5 万7, 5 0
0円(ただし、
外皮懺の基
準を適用しな
いものにあっ

ては、3 5万
3, 0 0 0円）

を有し
ない建
鍵勿(
以下r
難宅

」とい

う。)
の^:体
の

適
合
証
の
提
出
が
な
い
場
合
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1棟の建
鋤の床

面積の合
計に応じ、
次に掲げ
i区分
(a)3 0

0平方
メー ト

1件

1件

7 7 万4, 9 0
0円(ただし、
外皮性能の基
準を適用しな
いものにあっ

ては、4 2万
1,9 0 0円）

8 8 万4, 5 0
0円（ただし、
外皮性能の基
準を適用しな
いものにあっ

ては、4 9万
1,5 0 0円）

1件

1件

1件

1件

円

9,200

2 万 6,200

7 万8,700

12 万4,700

〇
方
卜
超
〇
平
一
以
場
 
〇
平
一
を
5
,
0
 
メ
ル
の
 
〇
平
一
を
一
方

3
平
一
を
2
’
〇
 
メ
ル
の
 
2
’
〇
 
メ
ル
え
〇
方
卜
内
合
5
’
〇
 
メ
ル
え
平

〇
 
メ
ル
え
〇
方
卜
内
合
 
〇
方
卜
超
〇
平
一
以
場
 
〇
方
卜
超
万

⑹
 
S
 
⑹

万
メ
ル
え
5
,
0
 
メ
ル
の
万
〇
方
卜
超
場

1
方
卜
超
万
〇
方
卜
内
合
2
0
平
一
を
る

平
一
を
2
 
0
平
一
以
場
 
5
,
0
 
メ
ル
え
合

b
 
適
合
証
の
提
出
が
あ
る
場
合



44

TIE
炭彙
化促
纖
第5
4条
第2
項に
規定
する

申出
があ
っナこ

騎

メー ト

ル以内
の場合

(e)1万
平方メ
ートル

を超え
2万5,
0 0 0

平方メ
ートル

以内の
Wn

(f)2 万
5, 0 0
0平方
メー ト

ルを超
える場

1件

1件

15M 500

19 万6,800

ア）一戸
建て住
宅の住
宅のみ
の場合
(ただ
し、住
宅以外
の角造
に供す
る部分
を有す
る一戸
建て住
宅の建
難勿の
全イ本の
申請を
イーて
行う場
合に奏
っては、

(ウ)の規
定によ
る。)

1件 第15 0号に
掲げる区分に
よる金額健
築設備あ言婿
がある場合に
奏ってd第
2 0 0号に瘍
げる区分によ
る金額を加算
した金額）に
ア(ア)に掲げる
区分による金
額を加算した
金額

(イ）共同
住宅等
の住棟
全体の
騎

1件 第15 0号に
掲げる区分に
よる金額健
築設備の設置
がある場合に
あっては、第
2 0 0号に掲
げる区分によ
る金額を加算
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した金額）に
ア(イ)に掲げる
区分による金
額を加算した
金額

(ウ）複合

勿

又は住
宅以外
の用逢
に供す
る部分
を有す
る一戸
建て住
宅の建
製勿の
全体の
齢

1件 第15 0号に
掲げる区分に
よる金額健
築設備の設置
がある場合に
あっては、第
2 0 0号に瘡
げる区分によ
る金額を加算
した金額）に
ア(ウ)に掲げる
区分による金
額を加算した
金額

(エ）非住
宅醸
物の全
体の場

1件 第15 0号に
掲げる区分に
よる金額健
築設備の設置
がある場会に
あっては、第
2 0 0号に瘡
げる区分によ
る金額を加算
した金額）に
ア(エ)に掲げる
区分による金
額を加算した
金額

(212)低炭素
^^勿新
鱒計画
の変更認
定申請手
数料

ア低
炭素
化促
進法
第5
4条
第2
項に
規定
令る
串出
がな

い場

(ア）一戸
建て住
宅の住
宅のみ
の

(ただ
し、住
宅以外
の角逢
に供す
る音|^分
を有す
る一戸
建て住
宅の建
築物の
全体の
申請を
併せて
行う場
合にあ

a 適合証
の提出が
ない場合
であって、
謂面擲
が性育盛
準のとき

1件
円

1万 6,700

低炭素化
健法第
5 5錄
1項

b適合証
の提出が
ない場合
であって、
謂而手法
が仕機
準のとき

1件 8, 500

c 適合証
の提出が
ぁる場^

1件 2,300
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(a)当該
共同住
宅等の
共用部
分の計
画変更
に係る
床菌積
の合計
の2分
の1の

面積(
床面積
が増i 口
+る場
合に奏

これに

当該増
加する
床面積
を加算
した®
積）（
以下こ
の号に
おいて

「共用
部分変

衝と
いう0
)が3
00平
云メー
トル以

内の場
合は、
共同住
宅等住
戸数に
応じ、
次に掲
げる区

分1一1
戸の
騎

II 1

戸を

1件

1件

12 万 3,700

14 万 800

(ウ)の規
定によ
る。）

(イ）共同
住宅等
の住棟
全体の
場各

a
適
合
証
の
提
出
が
な
い
場
合
で
あ
っ
て
、
評
価
手
法
が
性
能
基
準
の
と
き
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⑹共用
部分変
跡面
積が3
0 0平

方メー
トルを

超え2,
0 0 0

平方メ
ートル

以内の

共同住
宅等住
戸数に
応じ、
(イ)a (a)
に掲げ
る区分

(c)共用
部分変
跡面
積が2,
0 0 0

平方メ
ートル

を超え
5, 0 0
0平方
メート

ル以内
の土

は、共
同住宅
等住戸
数に応
じ、（イ）
a (a)に
掲げる
区分

(d)共用
部分変
跡面
積が5,
0 0 0

平方メ
ートル

1件 39 万 4,400

共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)a (a)に掲げ
る区分による
金額似下こ
の号において
「(イ)a (a)の規

定による金客頁
」という。)
に6万9, 5 0
0円を加算し
た金額

共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)a (a)の規定
による金額に
1 6 万 7, 9 0
0円を力D算し
た金額

1件 共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)a (a)の規定
による金額に
2 4 万 6, 0 0
0円を加算し
た金額

3
 
〇
を
え
場

〇
戸
超
る
ム
ロ

X
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(e)共用
部分変
棘面
積が1
万平方
メート

ルを超
え2万
5, 0 0
0平方
メー ト

ル以内
の

は、共
同住宅
等住戸
数に応
じ、（イ)
a (a)に
掲げる
区分

1件 共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)a (a)の規定
による金客頁に
3 1万 4, 9 0
0円を加算し
た金額

⑺共用
部分変
蘇面
積が2
万5, 0
0 0平
方メー
トルを

超える

共同住
宅等住
戸数に
応じ、
(イ)a (a)
に掲げ
る区分

1件 共同住宅等住
戸致に応じ、
(イ)a (a)の規定
による金客頁に
3 8 万 4, 5 0
〇円を加算し
た金額

b

適

(a)共用
部分変
跡面

円

え
平
一
以
場
、
住
住
に
、
⑸
け
分

超
万
メ
ル
の
は
同
等
数
じ
a
掲
区

を
一
方
卜
内
合
共
宅
戸
応
⑷
に
る
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11万 5, 500

12 万 3,000

13 万 300

14 万 400

15 万 7, 500

18 万 3,400

件
 
件
 
件
 
件
 
件
 
件

3
平
一
以
場
、
住
住
に
、
掲
区
1
の
合
1
を
え
π
下
場
 
5
を
え
〇
以
の
合
1
戸
超
2
戸
下
場
 
2
戸
超
5
戸
下
場
 
5
戸
超
1
〇
以
の
合

が
〇
 
メ
ル
の
は
同
等
数
じ
に
る
 
戸
#
ー
ロ
超
5
以
の
合
戸
超
1
戸
下
湯
 
〇
を
え
5
以
の
合
 
5
を
え
〇
以
の
合
 
〇
を
え
〇
戸
下
場

積
〇
方
卜
内
合
共
宅
戸
応
次
げ
分
I
 
i
n
I
n
I
V
V
V
I

合
証
の
提
出
が
な
い
場
合
で
あ
っ
て
、
評
価
手
法
が
仕
様
基
準
の
と
き
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(b)共用
部分変
跡面
積が3
0 0平
方メー
トルを

超え2,
0 0 0

平方メ
ートル

以内の

共同住
宅等住
戸数に
応じ、
(イ)b (a)
に掲げ
る区分

(c)共用
部分変
跡面
積が2,
0 0 0

平方メ
ートル

を超え
5, 0 0
0平方

1件

1件

1件

21万 5,900

24 万 7,700

26 万 7,100

1件 共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)b (a)に掲げ
る区分による
金額（以下こ
の号において
「(イ)b (jの夫皇

疋による金各頁
」という〇 )
に6万9，5 0
0円を加算し
た金額

1件 解主宅等住
戸致に応じ、
(イ)b⑸の規定
による金額に
1 6 万 7, 9 0
0円を加算し
た金額

1
〇
を
え
〇
 
一
π
下
場
 
2
0
を
え
〇
戸
下
場
 
3
0
を
え
場

〇
戸
超
2
0
以
の
合
 
〇
戸
超
3
0
以
の
合
 
〇
戸
超
る
合

vnvmIX
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メー ト

ル以内
の

は、共
同住宅
等住戸
数に応
じ、（イ）
b (a)に
掲げる
区分

(d)共用
部分変
厩面
積が5,
0 0 0

平方メ
ートル

を超え
1万平
云メー
トル以

内の場
合は、
共同住
宅等住
戸数に
応じ、
(イ)b (a)
に掲げ
る区分

1件 共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)b (a)の規定
による金各頁に
2 4 万 6, 0 0
0円を加算し
た金額

(e)共用

部分変
跡面
積が1
万平方
メー ト

ルを超
え2万
5, 0 0
0平方
メー ト

ル以内
の土

は、共
同住宅
等住戸
数に応
じ、（イ）
b (a)に
掲げる
区分

1件 共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)b (a)の規定
による金各頁に
3 1万 4, 9 0
0円を加算し
た金額

(f)共用

部分変
1件 共同住宅等住

戸数に応じ、
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跡面
積が2
万5, 0
0 0平

方メー
fルを
超える

共同住
宅等住
戸数に
応じ、
(イ)b (a)
に掲げ
る区分

(イ)b (a)の規定
による金j頁に
3 8 万 4, 5 0
0円をカロ算し
た金額

(a)共用
部分変
W面
積が3
00平

方メー
トル以

内の場

共同住
宅等住
戸数に
応じ、
次に掲
げる区

分
1一1
戸の
縣

II1

戸を
超え
5戸
以下
の場

III口 5
戸を
超え
1 0

戸以
下の
Wn

IV1

0戸
を超
え2

5戸
以下

円

1件

1件

1万1,500

1万 3,800

1件 1万 7,000

1件 2 万 2, 300

C
 
適
合
証
の
提
出
が
あ
る
場
合
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の場
合

V口 2
5戸

を超
え5

0戸
以下
の場

合VI 口 5
0戸
を超
え1

0 0

戸以
下の
縣

VE 1

0 0

戸を
超え
2 0

0戸
以下
の場

合vm 口 2
0 0

戸を
超え
3 0

0戸
以下
の場
合

K口 3
0 0

戸を
超え
る場

合(b)共用
部分変
跡面
積が3
0 ◦平
方メー
トルを

0 0 0

平方メ
ードル
以内の

1件

1件

1件

1件

1件

1件

3 万1，200

4 万 8, 500

7 万1，500

8 万 7,900

9 万 3,200

共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)c⑸に掲げ
る区分による
金額（以下こ
の号において
「(イ)c (a)の規

疋による金各頁
」という。)
に1万7, 0 0
0円を加算し
た金額



55

(e)共用
部分変

面
積が1
万平方

共同住
宅等住
戸数に
応じ、
(イ)c (a)
に]易げ
る区分

(c)共用
部分変
跡面
積が2,
0 0 0

平方メ
ートル

を超え
5, 0 0
0平方
メー ト

ル以内
の土嘉含
は、共
同住宅
等住戸
数に応
じ、（イ）
c (a)に
掲げる
区分

1件 共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)c (a)の規定
による金額に
6 万 9, 5 0 0
円を加算した
金額

1件 共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)c (a)の規定
による金客頁に
11万 5, 5 0
0円を加!算し
た金額

1件 共同住宅等住
戸数に応じ、
(イ)c (a)の規定
による金額に
1 4 万 8, 3 0

用
変
面
5
,
0
 
メ
ル
え
平
一
以
場
、
住
住
に
、
⑸
げ
分

共
分
>
が
〇
方
卜
超
万
メ
ル
の
は
同
等
数
じ
C
掲
区

部
更
積
〇
平
一
を
一
方
卜
内
合
共
宅
戸
応
⑷
に
る
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(ウ）複合

勿

又は住
宅以外
の用途
に供す
る部分
を有す
る一戸
建て住
宅の建
築物の
全体の
騎

メート

ルを超
え2万
5, 0 0
0平方
メー ト

ル以内
の士嘉含
は、共
同住宅
等住戸
数に応
じ、（イ）
c (a)に
掲げる
区分

0円を加算し
た金額

(f)共用
部分変
跡面
積が2
万5, 0
0 0平

方メー
トルを

超える

共同住
宅等住
戸数に
応じ、
(イ）c (a)
に瘍げ
る区分

1件 共同住宅等住

戸数に応じ、
(イ)c (a)の規定
による金額に
1 8 万 7, 6 0
0円を加算し
た金額

1件 複合灘吻に
おける共同住
宅等の部分の
共用部分を共
同住宅壽の共
用部分とみな
して適用する
(イ)に掲げる区
分による金額
(住宅以外の

用途に供する
音|^分を有'する
一戸建て住宅
の場合にあっ
ては、（ア)に掲
げる区分によ
る金額）に、
複合^^又
は一躍て住
宅の住宅以外
の用途に供す
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る部分を1棟
の一^とみ
なして適用す
る(エ)に掲げる
区分による金
額を加算した
金額

(エ）非住
宅難
物の全
体の場

1件 1棟の建築物
(複合^:勿
のは我用
部分を除く非
住宅部分）の
計画変更に係
る部分の床面
積の2分の1
の面積（床面
積が増加する
場合にあって
は、これに当
該増加する部
分の床面積を
加算した面積
)について、
前号ア(エ)に掲
げる区分に応
じた金各頁

イ低
炭素
化促
進法
第5
i条
第2
項に
規定
+る
申出
みあ
つた

齢

(ア）一戸
建て住
宅の住
宅のみ
の

(ただ
し、住
宅以外
の角逢
に供す
る音|^分
を有す
る一戸
建て住
宅の建
鍵勿の
全体の
申請を
併せて
行う場
合にあ
っては、

(ウ)の規
定によ
る0 )

1件 第15 0号に
掲げる区分に
よる金額（建
築設備の設置
がある場合に
あっては、第
2 0 0号に瘍
げる区分によ
る金額を加算
した金額）に
ア(ア)に掲げる
区分による金
額を加算した
金額

⑷共同
住宅等
の住棟

1件 第15 0号に
掲げる区分に
よる金額健
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全体の 築設備の設置
みぁ^)場全に
あっては、第
2 0 0号に掲
げる区分によ
る金額を加算
した金額）に
ア(イ)に掲げる
区分による金
額を加算した
i額

(ウ）複合

勿

又は住
宅以外
の角逢
に供す
る音|^分
を有す
る一戸

建て住
宅の建
築物の
全体の
騎

1件 第15 0号に
掲げる区分に
よる金額健
築設備の設置
がある場会に
あっては、第
2 0 0号に掲
げる区分によ
る金額を加算
した金額）に
ア(ウ)に掲げる
区分による金
額を加算した
金各頁

(エ）非住
宅難
物の全
体の場

1件 第15 0号に
掲げる区分に
よる金額（建
築設備の設置
がある場合に
あっては、第
2 0 0号に療
げる区分によ
る金額を加算
した金各頁）に
ア(エ)に掲げる
区分による金
額を加算した
金額
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別表第1第215号を次のように改める。
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b共同住
宅等で評
価手法が
性能基準
の場合は、
当該共同
住宅等の

床面積の
合計に応
じ、次に
掲げる区

分

a一戸建
て住宅で
言斜面手法
が性能基
準の場合
は、当該
一戸建て
住宅の床
面積の合
計に応じ、
次に掲げ
る区分
(a)2 0

0平方
メート

ル未満
のもの

⑹2 0
0平方
メー ト

ル以上

のもの

建築物省
エネ法第
3 4条第
1項

いウ0

)又は
性能評
価書の
添付が
あるも
の（(ウ)、
(才)又は
(キ)に掲
(フ◊場

®)建築物

一消費性
能南上計
画の認定
申請牟数

料

〇
方
卜
満
の
〇
方
卜
上
o

3
平
一
未
も
3
平
一
以
〇

〇
 
メ
ル
の
 
〇
 
メ
ル
2
・

築
工
第
条
項
定
登
築
ネ
ー
性
定
又
確
5
1
規
る
住
能
機
当
画
築
工
第
条
項
に
る
に
し
る
を
る
¢
こ
か
2
号
に
て
合
と

建
省
法
5
1
規
る
建
エ
ギ
費
判
関
品
第
第
に
す
録
性
価
が
計
建
省
法
5
1
号
げ
準
合
い
と
す
類
下
号
第
8
で
い
適
J

物
ネ
ー
第
に
す
録
物
ル
消
能
機
は
法
条
項
定
登
宅
評
関
該
が
物
ネ
3
第
各
掲
基
適
て
こ
証
書
以
の
ら
一
ま
お
F
証

建
物
工
法
3
条
2
に
定
る
出
な
場

築
省
ネ
第
5
第
項
規
す
申
が
い
ム
ロ

7
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0平方
メー ト

ノレ未満
のもの

(c) 2, 0
0 0平

方メー
トル以

上5, 0

0 0平

方メー
トル未
満のも
の

a一戸建
て住宅で
評価手法
が性能基
準の場合
は、当該
一戸建て
住宅の床
面積の合
計に応じ、
次に掲げ
る区分
(a)2 0

0平方
メート

ノレ未禽
のもの

(b)2 0
0平方
メー ト

ル以上

のもの

b共同{主
宅等で評

価争逢が
性能基準
の土易合は、
当該共同
住宅等の
床面積の
合計に応
じ、次に
掲げる区

分

1件

1件

4万3, 900

7万8, 700

1件 3 万 3,400

1件 3 万 7,400

tを)除

(イ）適合
証又は
性能評
価書の
添付が
ないも

の（(エ)ヽ
(力)又は
(ク)に掲
iナるi易
合を除
<。)

〇
平
一
以
も

5
’
 
〇
 
メ
ル
の

〇
方
卜
上
の
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(ウ）適合
証又は
性能評
価書の
添付が
あるも
の（(ア)、
(才)又は
(キ)に掲
げる場
合を除
<。)

a一戸建
て住宅で
言斜面手浩
が仕様基
準の場合
は、当該
一戸建て
住宅の床
面積の合
計に応じ、
次に掲げ
る区分
(a)2 0

0平方
メート

ル未満
のもの

(b)2 0
0平方
メー ト

ル以上

のもの

b共同住
宅等で評

1件

1件

1件

1件

6万7, 600

11万2, 800

19万2, 200

27万5, 600

〇
方
卜
満
の
〇
方
卜
上
〇
方
卜
満
の
〇
平
一
以
〇
平
一
未
も
〇
平
一
以
も

3
平
一
未
も
3
平
一
以
〇
平
一
未
も
ム
〇
 
メ
ル
L
T
J
O
 
メ
ル
の
 
L
T
J
O
 
メ
ル
の

〇
 
メ
ル
の
 
〇
 
メ
ル
2
’
〇
 
メ
ル
の
 
〇
方
卜
上
〇
方
卜
満
の
 
〇
方
卜
上
の

3
 
⑹
 
⑹
 
⑹
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価手法が
仕様基準
のi易合は、
当該共同
住宅等の

床面積の
合計に応
じ、次に
掲げる区

分(a)3 0
0平方
メート

ル未満
のもの

(b)3 0
0平方
メー ト

ル以上

2, 0 0
0平方
メー ト

ル未満
のもの

(c)2, 0
0 0平
方メー
トル以

上5, 0

0 0平
方メー
トル未
満のも
の

(エ）適合
証又は
性能評
価書の
添符が
ないも

の（(イ)、
(力)又は
(ク)に掲

合を|^
<O )

a 一戸建
て住宅で
言¢i而手法
が仕様基
準の場合
は、当該
一戸建て
住宅の床
面積の合
計に応じ、
次に掲げ
る区分
(a)2 0
0平方

1件

1件

1件

1件

9, 200

1万9, 700

4万3, 900

7万8, 700

1件 1万7, 000

Q
平
一
以
も

5
,
0
 
メ
ル
の

〇
方
卜
上
の



64

b共同住
宅等で評
価拳崔が
仕様基準
の土募合は、
当該共同
住宅等の

床屏積の
合計に応
じ、次に
掲げる区

分(a)3 0
0平方
メー ト

ル未満
のもの

(b)3 0
0平方
メー f
ル以上

2, 0 0
0平方
メート

ル未満
のもの

(c)2, 0
0 0平

方メー
トル以

上5, 0

0 0平
方メー
トル未
満のも
の

住宅の部分
を有しない
建築物（以
下r非住宅

メート

ル未満
のもの

⑹2 0
0平方
メート

ル以上

のもの

1件

1件

1件

1件

1件

1万 8,400

3 万 2,100

W5, 800

10万1，000

15万2, 900
〇
平
一
以
も

L
r
J
O
メ
ル
の

〇
方
卜
上
の

合
は
評
の

適
又
能
室
日

証
性
価
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」といd〇
)で評価手
法が国土交
通大臣が定
める簡易な
評価方法の
場合は、当
該非住宅の
床面積の合
計に応じ、
次に掲げる
区分
a 3 0 0

平方メー
bル未満
のもの

b 3 0 0

平方メー
トル以上

2, 0 0 0
平方メー
トル未満
のもの

c 2, 0 0
0平方メ
ートル以

上 5, 0 0
0平方メ
ートル未
満のもの

d 5, 0 0
0平方メ
̶bル以

上1万平
方メ
ル未満の

非住宅で評
イi手法がi
土交通大臣
が定める簡
易な評価方

1件

1件

1件

1件

1件

1件

9, 200

2万6, 200

7万8, 700

12万4, 700

15万7, 500

19万6, 800

平
卜
2
0
 
メ
末
の
5
,
平
卜
の

万
一
上
〇
方
ル
も
万
〇
一
上

1
メ
以
l
t
S
平
h
の
2
0
 
メ
以
の

方
ル
万
〇
一
 
満
 
〇
方
ル
も

θ f

が
も
⑺
は
掲
場
除
>

付
る
¢
又
に
る
を
。

添
あ
の
引
利
げ
合
く

合
は
評
の
が

適
又
能
書
付

証
性
価
添

I
㈨



66

法の場合は、
当該非住宅
の床面積の
合計に応じ、
次に掲げる
区分
a 3 0 0

平方メー
bル未満
のもの

b 3 0 0

平方メー
hル以上

2, 0 0 0
平方メー
トル未満
のもの

2, 0 0
0平方メ

c

トル以

上 5, 0 0

0平方メ
ートル未
満のもの

d 5, 0 0
0平方メ

トル以

上1万平
方メー ト
ル未満の
もの

e1万平
方メート
ル以上2

万 5, 0 0
0平方メ
ートル未
満のもの

f 2 万 5,
0 0 0平

方メー ト
ル以上の

もの

1件

1件

1件

1件

1件

1件

8万5, 300

14万3, 000

23万1，600

30万2, 500

36万3, 500

42万6, 500

非住宅で評
価手法が標
準入力法又
は主要室入
力法の場合
は、当該非
住宅の床面
積の合計に
応じ、次に
掲げる区分
a 3 0 0 1件 9, 200

ないも

の（(イ)、
(エ)又は
(ク)に掲
tつ勺場
合を|^
<O )

合
は
評
の
が
も
力
は
掲
場
除

適
又
能
書
付
る
(
(
又
に
る
を

証
性
価
添
ぁ
の
⑼
£
げ
合

利
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平方メー
bル未満
のもの

b 3 0 0

平方メー
トル以上

2, 0 0 0
平方メー
トル未満
のもの

2, 0 0
0平方メ
ートル以

上 5, 0 0
0平方メ

トル未
満のもの

d 5, 0 0
0平方メ
一bル以

上1万平

方メ 7卜
ル未満の
もの

e1万平

方メー b
ル以上2

万 5, 0 0
0平方メ
―トノレ未
満のもの

f 2 万 5,
0 0 0平

方メー h
ル以上の

もの

1件

1件

1件

1件

1件

2万6, 200

7万8, 700

12万4, 700

15万7, 500

19万6, 800

非住宅で評
価手法が標
準入力法又
は主要室入

力法の場合
は、―該非
住宅の歩歯
積の合計に
応じ、次に
掲げる区分
a 3 0 0

平方メー
トル未満
のもの

b 3 0 0

平方メー
トル以上

2, 0 0 0

1件

1件

22 万 3,100

36 万 900

合
は
評
の
が
も
心
は
掲
場
除
̶

適
又
能
書
付
い
(
(
又
に
る
を
〇

証
性
価
添
な
の
㈨
㈨
げ
合
く
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平方メー
トル未満
のもの

c 2, 0 0
0平方メ

トル以

上 5, 0 0
0平方メ
ートル未
満のもの

d 5, 0 0
0平方メ
ートル以

上1万平

方メフf
ル未満の
もの

e1万平
方メー ト
ル以上2

万 5, 0 0

0平方メ
ートル未
満のもの

f 2 万 5,
0 0 0平

方メート
ル以上の

もの

1件

1件

1件

1件

1件

51万 5,100

63万4, 500

75万

85万5, 600

住宅及び非住
宅に該当する
部分の床面積
ごとに(ア)から
(ク)までに該当
する金額を合
計した金額

a一戸建
て住宅で
一i面手法
が性能基
準の場合

1件 当該一戸建て
住宅の床面積
の合計に応じ、
第15 0号に
掲げる区分に
よる金額（建
築設備の設置
がある場合に
あっては、第
2 0 0号に瘡
げる区分によ
る金額を加算
した額）に、
ア(ア)aに掲げ
る区分による
金額を加算し
た金額

b共同住 1件 当該共同住宅

宅
非
の
建

住
び
宅
合
物

及
住
複
築

合
は
評
の
が
も
⑼
は
掲
場
除
>

適
又
能
書
付
る
¢
又
に
る
を
。

証
性
価
添
あ
の
g
£
げ
合
く

I
⑺
 

|
建
物
工
法
3
条
2
に
定
る
出
ぁ
場

築
省
ネ
第
5
第
項
規
す
申
が
る
合

イ
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宅等で評
価手建み'
性能基準
の土M合

等の床面積の
床面積の合計
第15 0号に
掲げる区分に
よる金額（建
築設備の設置
があ名場合に
あっては、第
2 0 0号に瘡
げる区分によ
る金額をカロM
した客頁）に、
ア(ア)もに掲げ
る区分による
金額を加算し

た金額
a一戸建
て住宅で
評価手法
が性能基
準の場合

b共同住
宅等で評
価手法が
性能基準
の場合

1件 当該一戸建て
住宅の床面積
の合計に応じ、
第15 0号に
掲げる区分に
よる金額（建
築設備の設置
があ名場合に
あっては、第
2 0 0号に瘡
げる区分によ
る金額を加算
した額）に、
ア(イ）aに掲げ
る区分による
金額を加算し
た金額

1件 当該共同住宅
等の床面積の
合計に応じ、
第15 0号に
掲げる区分に
よる金額（建
築設備の設置
がある場合に
あっては、第
2 0 0号に掲
げる区分によ
る金額を加算
した額）に、
ア(イ)b'に掲げ
る区分による
金額を加算し

た金額
a一戸建
て住宅で
評価手法
が仕様基

1件 当該一戸建て

住宅^)床面積
の合計に応じ、
第15 0号に

合
は
評
の
が
も
は
掲
場
除
}

適
又
能
書
付
い
¢
又
に
る
を
。

証
性
価
添
な
の
㈨
⑺
げ
合
く

合
は
評
の

適
又
能
書

証
性
価

1
⑼
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準の場合 掲げる区分に
よる金額（建
築設備の設置
みある場合に
あってぼ、第
2 0 0号に瘡
げる区分によ
る金額を加算
した額）に、
ア(ウ)aに掲げ
る区分による
金額を加算し
た金額

b共同住
宅等で評
価拳崔が
仕様基準
の土募合

1件 当該共同住宅

等の床面キ責の
合計に応じ、
第15 0号に
掲げる区分に
よる金額（建
築設備の設置
がある場合に
あっては、第
2 0 0号に瘡
げる区分によ
る金額を加算
した額）に、
ア(ウ)bに掲げ
る区分による
金額を加算し
た金額

a一戸建
て住宅で
言示i面手浩
が仕様基
準の場合

1件 当該一戸建て
住宅の床面積
の合計に応じ、
第15 0号に
掲げる区分に
よる金額（建
築設備あ設置
がある場合に
あっては、第
2 0 0号に掲
げる区分によ
る金額を加算
した額）に、
ア(エ)aに掲げ
る区分による
金額を加算し
た金額

b共同住
宅等で評
価季逢が
仕様基準
のi募合

1件 当該共同住宅
等の床面積の
合計に応じ、
第15 0号に
掲げる区分に
よる金額（建
築設備の設置

が
も
⑺
は
掲
場
除
>

付
る
ぐ
又
に
る
を
。

添
あ
の
⑷
£
げ
合
く

合
は
評
の
が
も
心
は
掲
場
除
>

適
又
能
書
付
い
く
又
に
る
を
〇

証
性
価
添
な
の
㈨
⑺
げ
合
く

|
⑵
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がある場合に
あっては、第
2 0 0号に掲
げる区分によ
る金額を加算
した額）に、
ア(エ)bに掲げ
る区分による
金額を加算し

た金額
非住宅で評
手法が̶

土交通大臣
が定める簡
易な評価方
法の場合

1件 当該非住宅の
床面積の合計
に応じ、第1
5 0号に掲げ
る区分による
金額（建築設
備の設置があ
る場合にあつ
ては、第2 0
0号に掲げる
区分による金
額を加算した
額）に、ア(才)
に♦易げるE分
による金各頁を
加算した金額

非住宅で評
価手法が国
土交通大臣
が定める簡
易な評価方
法の場合

1件 当該非住宅の
床面積の合計
に応じ、第1
5 0号に掲げ
る区分による
金額（建築設
備の設置があ
名場合にあっ
ては、第2 0
0号に療げる
区分による金
額を加算した
額）に、ア(力)
に掲げる区分
による金額を
加算した金額

非住宅で評
イi手法が¢票
準入力法又
は主要室入
力法の場合

1件 当該非住宅p
床面積の合計
に応じ、第1
5 0号に掲げ
る区分による

金額-(建築設
備の設置みあ
惠場合にあっ
ては、第2 0
0号に掲げる
区分による金
額を加算した

合
は
評
の
が
も
力
は
掲
場
除
>

適
又
能
書
付
る
ぐ
又
に
る
を
。

証
性
価
添
あ
の
⑼
⑷
げ
合
く

⑷

合
は
評
の
が
も
刈
は
掲
場
除
>

適
又
能
書
付
い
¢
又
に
る
を
。

_
証
性
価
添
な
の
3
⑺
げ
合
く

合
は
評
の
が
も
力
は
掲
場
除
>

適
又
能
書
付
る
-
又
に
る
を
〇

証
性
価
添
ぁ
の
⑼
⑷
げ
合
く

利
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非住宅で評
価手法が標
準入力法又
は主要室入
力法の場合

TW

1件

額）に、ア(キ)
に+易げる区分
による金額を
加算した金額
当該非住宅の
床面積の合計
に応じ、第1
5 0号に療げ
る区分による
金額（建築設
備の設置があ
る場合にあつ
ては、第2 0
0号に瘍げる
区分による金
額を加算した
額）に、ア(ク)
に掲げる区分
による金額を
加算した金額
住宅及び非住
宅に該当する
部分の床命積
ごとに(ア)から
(ク)までに該当
ザる金額|;合
計した金額

合
は
評
の
が
も
心
は
掲
場
除
>

適
又
能
書
付
い
-
又
に
る
を
。

一
証
性
価
添
な
の
3
㈨
げ
合
く

宅
非
の
建

住
び
宅
合
物

及
住
複
築

ガ



73

別表第1第217号を次のように改める。
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I⑽建築物
エネルギ

一消費珠
能向上計
画の変更
認定申請
手数料

ア建
築物
省エ
ネ法
第3
5条
第2
項に
規定

申出
がな

い場

(ア）適合
証又は
性能評
価書の
添付が
あるも

の（(ウ)、
(才)又は
(キ)に掲
ける場
合を|^
く。）

a一戸建
て住宅で
評価手法
が性能基
準の場合
は、当該
一戸建て
住宅の床
面積の合
計に応じ、
次に掲げ
る区分
(a)2 0

0平方
メー ト

ル未満
のもの

(b)2 0
0平方
メート

ル以上

のもの

b共同住
宅等で評
価拳浩が
性能基準
の土暴合は、
当該共同
住宅等の

床面積の
合計に応
じ、次に
掲げる区

分(a)3 0
0平方
メー ト

ル未満
のもの

⑹3 0
0平方
メート

ル以上

2, 0 0
0平方
メー ト

ル未満
のもの

(c)2, 0
0 0平

方メー
トル以

上5, 0
0 0平

1件

1件

1件

4, 600

9, 800

2万1，900

建築物省
エネ法第
3 6条第
1項
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方メー
トル未
満のも

(イ）適合
証又は
性能評
価書の
添付が
ないも

の（(エ)、
(力)又は
(ク)に掲
【少る場
合を除
く。)

a一戸建
て住宅で
言斜面手法
が性能基
準の場合
は、当該
一戸建て
住宅の床
面積の合
計に応じ、
次に掲げ
る区分
(a)2 0

0平方
メート

ル未満
のもの

⑹2 0
0平方
メー ト

ル以上

のもの

1件 3万9, 300

1件 1万6, 700

1件 1万8, 700

1件 3万3, 800

1件 5 万 6,400

〇
平
一
以
も

L
T
S
O
 
メ
ル
の

の
 
〇
方
卜
上
の

住
評
が
準
は
同
の
の
応
に
区
〇
方
卜
満
の
〇
方
卜
上
〇

同
で
法
基
合
共
等
積
に
次
る
3
平
一
未
も
3
平
一
以
〇

共
等
手
能
場
該
宅
面
計
、
け
 
〇
 
メ
ル
の
 
〇
 
メ
ル
2
,

宅
価
性
の
当
住
床
合
じ
掲
分
(
3
)
⑹

b
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0平方
メート

ル未満
のもの

)2, 0
0 0平

方メー
トル以

上5, 0
0 0平

方メー
トル未
満のも

b共同1 主
宅等で評
価拳逢が
仕様基準
の土募合は、
当該共同
住宅等の
床面積の
合計に応
じ、次に
掲げる区

分

1件

1件

9 万 6,100

13万7, 800

(ウ）適合
証又は
性能評
価書の
添付が
あるも

の（(ア)、
(才)又は
(キ)に掲

合を除
<。)

建
で
法
基
合
該
て
床
合
じ
げ
 
〇
方
卜
満
の
〇
方
卜
上
の

戸
宅
手
様
場
当
建
の
の
応
掲
分
2
平
一
未
も
2
平
一
以
も

一
住
価
仕
の
、
戸
宅
積
に
に
区
 
〇
メ
ル
の
 
〇
メ
ル
の

て
評
が
準
は
一
住
面
計
次
る
3
 
⑹

a

C

〇
平
一
以
も

5
’
〇
 
メ
ル
の

の
 
〇
方
卜
上
の
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(a)30
0平方
メート

ル未満
のもの

(b)30
0平方
メー ト

ル以上

2, 0 0
0平方
メー ト

ル未満
のもの

(c)2,0
0 0平

方メー
トル以

上5, 0

0 0平

方メー
トル未
満のも
の

(d)

a一戸建
て住宅で
評価手法
が仕様基

準の場含
は、当該
一戸建て
住宅の床
面積の合
計に応じ、
次に掲げ
る区分
(a)2 0

0平方
メート

ル未満
のもの

⑹2 0
0平方
メート

ル以上

のもの

b共同住一
宅等で評

1件

1件

1件

1件

4, 600

9,800

2万1，900

3万9, 300

1件 8, 500

1件 9, 200

〇
平
一
以
も

5
’
〇
 
メ
ル
の

〇
方
卜
上
の

合
は
評
の
が
も
心
は
掲
場
除
}

適
又
能
書
付
い
(
(
又
に
る
を
〇

一
証
性
価
添
な
の
㈨
⑺
げ
合
く
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非住宅で評
価手法が国
土交通大臣
が定める簡
易な評価方
法の場合は、
当該非住宅
の床面積の
合計に応じ、
次に掲げる
区分
a 3 0 0
平方メー
bル未満

1件

1件

1件

1件

1万6, 000

2万7, 900

5 万 500

7 万 6,400

1件 4, 600

が
準
は
同
の
の
応
に
区
〇
方
卜
満
の
〇
方
卜
上
〇
方
卜
満
の
〇
平
一
以
〇
平
一
未
も
〇
平
一
以
も

法
基
合
共
等
積
に
次
る
 
3
平
一
未
も
3
平
一
以
〇
平
一
未
も
ム
〇
 
メ
ル
ら
，
〇
 
メ
ル
の
 
5
,
0
 
メ
ル
の

手
様
場
該
宅
面
計
、
げ
 
〇
 
メ
ル
の
 
〇
 
メ
ル
2
,
0
 
メ
ル
の
 
〇
方
卜
上
〇
方
卜
満
の
}
〇
方
卜
上
の

価
仕
の
当
住
宋
合
じ
掲
分
⑸
 
⑹
(
c
)
3

合
は
評
の
が
も
力
は
掲
場
除
>

適
又
能
書
付
る
く
又
に
る
を
〇

証
性
価
添
ぁ
の
⑼
£
げ
合
く

⑷
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のもの
b300

平方メー
トル以上

2, 000
平方メー
トル未満
のもの

c2,00
0平方メ
ートル以

上 5, 0 0
0平方メ
ートル未
満のもの

d5,00
0平方メ
一bル以

上1万平
方メ ー b
ル未満の
もの

e1万平

方メ ー b
ル以上2

万 5, 0 0
0平方メ
̶̶トノレ未
満のもの

f 2 万 5,
0 0 0平

方メ ー b
ル以上の

もの

1件

1件

1件

1件

1件

1万 3,100

3万9, 300

6万2, 300

7万8, 700

9 万 8,400

1件

1件

4万2, 600

7万1，500

評
国
臣
簡
方
は
宅
の
じ
る
 
〇
一
満
 
〇
一
 
上
〇
一

で
が
大
る
価
合
住
積
応
げ
 
〇
メ
末
の
〇
メ
以
〇
メ

宅
法
通
め
評
場
非
面
に
掲
 
3
方
ル
も
3
方
ル
〇
方

住
手
交
定
な
の
該
床
計
に
分
平
卜
の
平
卜
¢
:
\
J
平

非
価
土
が
易
法
当
の
合
次
区
a
 
b

合
は
評
の
が
も
化
は
掲
場
除
>

適
又
能
書
付
い
く
又
に
る
を
。

$
証
性
価
添
な
の
3
⑺
げ
合
く



80

トル未満
のもの

c 2, 0 0
0平方メ

トル以

上 5, 0 0
0平方メ

フトル未
満のもの

d 5, 0 0
0平方メ
ートル以

上1万平
方メー ト
ル未満の
もの

e1万平
方メー ト
ル以上2

万 5, 0 0
0平方メ
ートル未
満のもの

f 2 万 5,
0 0 0平

方メー ト
ル以上の

もの

1件

1件

1件

1件

11万5, 800

15万1，200

18万1，700

21万3, 200

非住宅で評
価手法が標
準入力法又
は主要室入
力法の場合
は、当該非
住宅の床歯
積の合計に
応じ、次に
掲げる区分
a 3 0 0

平方メー
トル未満
のもの

b 3 0 0

平方メー
トル以上

2, 0 0 0
平方メー
トル未満
のもの

2, 0 0
0平方メ
一bル以

上 5, 0 0
0平方メ

c

1件

1件

4, 600

1万 3,100

1件 3万9, 300

合
は
評
の
が
も
力
は
掲
場
除
}

適
又
能
書
付
る
(
(
又
に
る
を
〇

証
性
価
添
ぁ
の
⑼
⑷
げ
く
ー
ロ
く

利
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ートル未
満のもの

d 5, 0 0
0平方メ
ートル以

上1万平
方メー ト
ル未満の
もの

e1万平
方メー ト
ル以上2

万 5, 0 0
0平方メ
ートル未
満のもの

f 2 万 5,
0 0 0平
方メー ト
ル以上の

もの

1件

1件

1件

6万2, 300

7万8, 700

9 万 8,400

非住宅で評
i手法が¢票
準入力法又
は主要室入
力法の場合
は、当該非
住宅の床面
積の合計に
応じ、次に
掲げる区分
a 3 0 0

平方メー
トル未満
のもの

b 3 0 0

平方メー
トル以上

2, 0 0 0
平方メー
トル未満
のもの

c 2, 0 0
0平方メ
_トル以

上 5, 0 0
0平方メ
ートル未
満のもの

d 5, 0 0
0平方メ
ートル以

上1万平
方メート

1件

1件

11万1，500

18 万 400

1件 25万7, 500

1件 31万7, 200

合
は
評
の
が
も
刈
は
掲
場
除
>

適
又
能
書
付
い
¢
又
に
る
を
〇

一
証
性
価
添
な
の
3
㈨
げ
合
く
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当該一戸建て
住宅の床面積
の合計に応じ、
第15 0号に
掲げる区分に
よる金額（建
邊設備の設置
がある場合に
あってぼ、第
2 0 0号に梅
げる区分によ
る金額を加算
した額）に、
ア(ア)aに掲げ
る区分による
金額を加算し
た金額

当該共同住宅

等ク床面輪の
合計に応じ、
第15 0号に
掲げる区分に
よる金額（建
築設備の設置
がある場合に
あっては、第
2 0 0号に瘡
げる区分によ
る金額を算
した額）に、
ア(ア)bに掲げ
る区分による
金額を加算し

37万5, 000

42万7, 800

ル未満の
もの

e1万平

方メ ー b
ル以上2

万 5, 0 0
0平方メ
ートル未
満のもの

f 2 万 5,
0 0 0平

方メー ト
ル以上の

もの

1件

1件

1件

a一戸建
て住宅で
評価手法
が性能基
準の場合

b共同住
宅等で評
価牟崔が
性能基準
の土易合

1件

1件

住
る
積
ら
当
合

非
す
面
力
該
を
額

び
当
床
⑺
t
額
金

及
該
の
に
で
金
た

宅
に
分
と
ま
る
し

住
宅
部
ご
⑺
す
計

宅
非
の
建

住
び
宅
合
物

及
住
複
築

W 

合
は
評
の
が
場
⑺
は
掲
場
除
>

適
又
能
書
付
る
¢
又
に
る
を
。

証
性
価
添
あ
合
£
£
げ
合
く

B
建
物
工
法
3
条
2
に
定
る
出
ぁ
場

築
省
ネ
第
5
第
項
規
す
申
が
る
ム
ロ

イ
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(イ）適合
証又は
性能評
価書の
添付が
ないも

の（(エ)、
(力)又は
(ク)に掲

合を除
<。)

た金額
a一戸建
て住宅で
評価手法
が性能基
準の場合

1件 当該一戸建て
住宅の床面積
の合計に応じ、
第15 0号に
掲げる区分に
よる金額（建
築設備の設置
がある場合に
あってd第
2 0 0号に瘡
げる区分によ
る金額を加算
した額）に、
ア(イ）aに掲げ
る区分による
金額を方口Mし
た金額

b共同住
宅等で評
価拳逢が
性能基準
の土易合

1件 当該共同住宅
等の床面積の
合計に応じ、
第15 0号に
掲げる区分に
よ4金額（建
築設備の設置
がある場合に
あっては、第
2 0 0号に檜
げる区分によ
る金額を加算
した額）に、
ア(イ)bに掲げ
る区分による
金額を加算し
た金額

a一戸建
て住宅で
評価手法
が仕様基
準の場合

1件 当該一戸建て
住宅の床面積
の合計に応じ、
第15 0号に
掲げる区分に
よる金額（建
築設備の設置
み'あ名場合に
泰ってぼ、第
2 0 0号に檜
げる区分によ
る金額を加算
した額）に、
ア(ウ)aに掲げ
る区分による
金額を加算し
た金額

b共同住
宅等で評

1件 当該共同住宅
等の床面積の

合
は
評
の
が
も
力
は
掲
場
除
>

適
又
能
書
付
る
¢
又
に
る
を
〇

証
性
価
添
あ
の
⑷
£
げ
合
く



84

価手法が
仕様基準
のi募合

合計に応じ、
第15 0号に
掲げる区分に
よる金額（建
築設備の設置
がある場合に
あっては、第
2 0 0号に療
げる区分によ
る金額を加算
した額）に、
ア(ウ)bに掲げ
る区分による
金額を加算し
た金額

a 一戸建
て住宅で
言斜面手法
が仕様基
準の場合

b共同住
宅等で評

価争崔が
仕様基準
のi募合

1件 当該一戸建て
住宅の床面積
の合計に応じ、
第15 0号に
掲げる区分に
よる金額（建
築設備の設置
がある場合に
あってほ、第
2 0 0号に掲
げる区分によ
る金額を加算
した額）に、
ア(エ)aに掲げ
る区分による
金額を加算し
た金額

1件 当該共同住宅
等の床面積の
合計に応じ、
第15 0号に
掲げる区分に
よる金額（建
築設備の設置
がある場合に
あっては、第
2 0 0号に療
げる区分によ
る金額を加算
した額）に、
ア(エ)bに掲げ
る区分による
金額を加算し
た金額

非住宅で評
価手法が国
土交通大臣
が定める簡
易な評価方

1件 当該非住宅の
床面積の合計
に応じ、第1
5 0号に掲げ
る区分による

合
は
評
の
が
も
心
は
掲
場
除
>

適
又
能
書
付
い
¢
又
に
る
を
。

}
証
性
価
添
な
の
㈨
⑺
げ
合
く

合
は
評
の
が

適
又
能
書
付

証
性
価
添

1⑷
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法の場5 金額（建築設
備の設置があ
卷場合にあっ
ては、第2 0
0号に療げる
区分による金
額を加算した
額）に、ア(才)
に掲げる区分
による金額を

非住宅で評
価手法が国
土交通夫臣
が定める簡
易な評価方
法の場合

当該非住宅の
床面積の合計
に応じ、第1
5 0号に掲げ
る区分による
金額（建築設
備の設置があ
名場合にあっ
ては、第2 0
0号に瘍げる
区分による金
額を加算した
額）に、ア(力)
に掲げる区分
による金額を
加算した金額

非住宅で評
イ命手法が德
準入力法又
は主要室入
力法の場合

当該非住宅の
床面積の合計
に応じ、第1
5 0号に瘍げ
る区分による
金額（建築設
備の設置があ
名場合にあつ
ては、第2 0
0号に療げる
区分による金
額を加算した
額）に、ア(キ)
に掲げる区分
による金額を
加算した金額

非住宅で評
価手法が標
準入力法又
は主要室入
力法の場合

1件 当該非住宅の
床面積の合計
に応じ、第1
5 0号に南げ
る区分による
金額（建築設
備の設置があ
る場合にあっ
ては、第2 0
0号に椿げる
区分による金

も
⑺
は
掲
場
除
>

る
(
(
又
に
る
を
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あ
の
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い
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岡住宅
及び非
住宅の
複合建
築物

ウ複数の建築物の連携によ
る建築物エネルギー消費性
能向上計画の認定の場合

額を加算した
額）に、ア(ク)
に掲げる区分
による金額を
加算した金額

1件 住宅拉び非住
宅に該当する
部分の床命積
ごとに(ア)から
(ク)までに該当
する金額を合
計した金額

1件 計画の変更に
係る一の建築
物ごとのア及
びイに掲げる
区分に応じた
金額を合計し
た金額
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別表第1第218号アa (a)及び⑹中「5, 0 0 0」を「4, 6 0 0」に改

め、同アb (a)中「1万」を「9, 2 0 0」に改め、同b⑹中「2万3, 0 0

0」を「1万9, 7 0 0」に改め、同b (c)中「5万2, 0 0 0」を「4万3，

9 0 0」に改め、同b⑷中「9万4, 0 0 0」を「7万8, 7 0 0」に改め、

同号イa(a)中「4万」を「3万3, 4 0 0」に改め、同a(b)中「4万4, 0

0 0」を「3万7, 4 0 0」に改め、同イb (a)中「8万」を「6万7, 6 0

0」に改め、同b⑹中「13万4, 0 0 0」を「11万2, 8 0 0」に改め、

同b (c)中「2 2万9, 0 0 0」を「19万2, 2 0 0」に改め、同b⑷中「

3 2万9, 0 0 0」を「2 7万5, 6 0 0」に改め、同号ウa (a)及び⑹中「

4, 7 0 0」を「4, 6 0 0」に改め、同ウb(a)中「9, 5 0 0」を「9, 2 0

0」に改め、同b⑹中「2万4 0 0」を「1万9, 7 0 0」に改め、同b

(c)中「4万5, 7 0 0」を「4万3, 9 0 0」に改め、同b⑷中「8万1，8

0 0」を「7万8, 7 0 0」に改め、同号エa (a)中「1万7, 7 0 0」を「

1万7, 0 0 0」に改め、同a(b)中「1万9,10 0」を「1万8, 4 0 0」

に改め、同エb (a)中「3万3, 4 0 0」を「3万2，100」に改め、同b

(b)中「5万7, 9 0 0」を「5万5, 8 0 0」に改め、同b (c)中「10万5，

0 0 0」を「10万1，0 0 0」に改め、同b⑷中「15万8, 9 0 0」を

「15万2, 9 0 0」に改め、同号才a中「1万」を「9, 2 0 0」に改め、

同才b中「3万1，0 0 0」を「2万6, 2 0 0」に改め、同才c中「9万

4, 0 0 0」を「7万8, 7 0 0」に改め、同才d中「14万9, 0 0 0」を

「12万4, 7 0 0」に改め、同才e中「18万8, 0 0 0」を「15万7，

5 0 0」に改め、同才f中「2 3万5, 0 0 0」を「19万6, 8 0 0」に

改め、同号力a中「10万2, 0 0 0」を「8万5, 3 0 0」に改め、同力

b中「17万:1，0 0 0」を「14万3, 0 0 0」に改め、同力c中「27

万6, 0 0 0」を「2 3万1，6 0 0」に改め、同力d中「3 6万1，0 0 0
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」を「3 0万2, 5 0 0」に改め、同力e中「4 3万4, 0 0 0」を「36

万3, 5 0 0」に改め、同力f中「51万」を「4 2万6, 5 0 0」に改め、

同号キa中「1万」を「9, 2 0 0」に改め、同キb中「3万1，0 0 0」

を「2万6, 2 0 0」に改め、同キc中「9万4, 0 0 0」を「7万8, 7 0

0」に改め、同キd中「14万9, 0 0 0」を「12万4, 7 0 0」に改め、

同キe中「18万8, 0 0 0」を「15万7, 5 0 0」に改め、同キf中「

2 3万5, 0 0 0」を「19万6, 8 0 0」に改め、同号クa中「2 6万6，

000」を「22万3，10 0」に改め、同クb中「43万1,000」を

「3 6万9 0 0」に改め、同クc中「61万5, 0 0 0」を「51万5，1

0 0」に改め、同クd中「7 5万8, 0 0 0」を「6 3万4, 5 0 0」に改

め、同クe中「89万6, 000」を「75万」に改め、同クf中「10

2万3, 000」を「85万5, 600」に改める。

第2条長崎市手数料条例の一部を次のように改正する。

第3条第4項中「第2 3 3号」を「第2 3 6号」に改める。

第6条第2項中「第2 0 5号、第2 0 6号、第211号及び第212

号」を「第2 0 8号、第2 0 9号、第214号及び第215号」に改め

る。

別表第1中第2 6 0号を第2 6 3号とし、第218号から第2 5 9号

までを3号ずつ繰り下げ、同表第217号中「第2 0 0号」を「第2 0

3号」に改め、同号を同表第2 2 0号とし、同表中第216号を第21

9号とし、同表第215号中「第218号」を「第2 21号」に、「第

2 0 0号」を「第2 0 3号」に改め、同号を同表第218号とし、同表

中第214号を第217号とし、第213号を第216号とし、同表第

212号中「第2 0 0号」を「第2 0 3号」に改め、同号を同表第21

5号とし、同表第211号中「第2 0 0号」を「第2 0 3号」に改め、
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同号を同表第2 I 4号とし、同表中第210号を第213号とし、第2

0 7号から第2 0 9号までを3号ずつ繰り下げ、同表第2 0 6号中「第

2 0 0号」を「第2 0 3号」に改め、同号を同表第2 0 9号とし、同表

第2 0 5号中「第2 0 0号」を「第2 0 3号」に改め、同号を同表第2

0 8号とし、同表中第2 0 4号を第2 0 7号とし、第19 2号から第2

0 3号までを3号ずつ繰り下げ、同表第191号中「22万円」を「1

9万9,10 0円」に、「2万8, 0 0 0円」を「2万3, 7 0 0円」に改め、

同号を同表第19 4号とし、同表第190号中「22万円」を「19万

9，10 0円」に、「2万8, 0 0 0円」を「2万3, 7 0 0円」に改め、同

号を同表第19 3号とし、同表第18 9号中「7万8, 0 0 0円」を「6

万3, 6 0 0円」に、「2万8, 0 0 0円」を「2万3, 7 0 0円」に改め、

同号を同表第19 2号とし、同表第188号中「22万円」を「19万

9，10 0円」に、「2万8, 0 0 0円」を「2万3, 7 0 0円」に改め、同

号を同表第191号とし、同表第18 7号中「2 2万円」を「19万9，

10 0円」に、「2万8, 0 0 0円」を「2万3, 7 0 0円」に改め、同号

を同表第19 0号とし、同表第18 6号中「7万8, 0 0 0円」を「6万

3, 6 0 0円」に、「2万8, 0 0 0円」を「2万3, 7 0 0円」に改め、同

号を同表第18 9号とし、同表第18 5号中「7万8, 0 0 0円」を「6

万3, 6 0 0円」に、「2万8, 0 0 0円」を「2万3, 7 0 0円」に改め、

同号を同表第188号とし、同表中第184号を第187号とし、第1

7 4号から第18 3号までを3号ずつ繰り下げ、第17 3号を第17 5

号とし、同号の次に次の1号を加える。

一高度地
区におけ
る建築物
の高さの
特例許可

1件 15万4, 200 建築基準
法第5 8
条第2項
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I請手数

別表第1中第172号を第174号とし、同表第171号中「16万

」を「15万4, 2 0 0」に、「第5 5条第3項各号」を「第5 5条第4

項各号」に改め、同号を同表第17 3号とし、同号の前に次の1号を加

える0

一建築物
の局さの

許可申請
手数料

1件 15万4, 200 建築基準
法第5 5
条第3項

別表第1第17 0号中「2万7, 0 0 0」を「2万5, 8 0 0」に改め、

同号を同表第171号とし、同表中第16 9号を第170号とし、同表

第16 8号中「3万3, 0 0 0」を「3万2, 6 0 0」に改め、同号を同表

第16 9号とし、同表第16 7号中「16万」を「15万4, 2 0 0」に

改め、同号を同表第16 8号とし、同号の前に次の1号を加える。

一建築物
の延べ面
積の特例
認定申請
手数料

1件 2万5, 800 建築基準
法第5 2
条第6項
第3号

附貝リ

(施行期日）

1この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条の規定は令和5年4

月1日から施行する。

(経過措置）

2改正後の長崎市手数料条例の規定は、この条例の施行の日以後に申請

されるものについて適用し、同日前に申請されたものについては、なお

従前の例による。
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令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上富久

理由

次の理由により、この条例案を提出する。

1建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の一部改正に伴い、建

築物エネルギー消費性能基準の適合性判定に係る簡易な評価方法による

手数料の額を定めたいのと、当該適合性判定に係る手数料の額を見直し

たい。

2 建築基準法の一部が改正され、建築物の容積率等に関する制限の緩和

に係る手続が合理化されたことに伴い、当該手続に係る認定申請等の手

数料の額を定めたい。
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第3 7号議案

長崎市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例等の

一部を改正する条例

(長崎市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正）

第1条長崎市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（

平成2 4年長崎市条例第4 4号）の一部を次のように改正する。

第7条の次に次の2条を加える。

(安全計画の策定等）

第7条の2 児童福祉施設（助産施設を除く。以下この条及び次条にお

いて同じ。）は、児童の安全の確保を図るため、当該児童福祉施設の

設備の安全点検、職員、児童等に対する施設外での活動、取組等を含

めた児童福祉施設での生活その他の日常生活における安全に関する指

導、職員の研修及び訓練その他児童福祉施設における安全に関する事

項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）を策

定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。

2児童福祉施設は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、

前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。

3保育所は、児童の安全の確保に関して保護者との連携が図られるよ

う、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しな

ければならない。

4児童福祉施設は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて

安全計画の変更を行うものとする。

(自動車を運行する場合の所在の確認）
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第7条の3 児童福祉施設は、児童の施設外での活動、取組等のための

移動その他の児童の移動のために自動車を運行するときは、児童の乗

車及び降車の際に、点呼その他の児童の所在を確実に把握することが

できる方法により、児童の所在を確認しなければならない。

2 保育所は、児童の送迎を目的とした自動車（運転者席及びこれと並

列の座席並びにこれらより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の

座席を有しないものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に児童

の見落としのおそれが少ないと認められるものを除く。）を日常的に

運行するときは、当該自動車にブザーその他の車内の児童の見落とし

を防止する装置を備え、これを用いて前項に定める所在の確認（児童

の降車の際に限る。）を行わなければならない。

第10条ただし書を削り、同条に次の1項を加える。

2 前項の規定は、入所している者の居室及び各施設に特有の設備並び

に入所している者の保護に直接従事する職員については、適用しない。

ただし、保育所の設備及び職員については、その行う保育に支障がな

い場合は、この限りでない。

第12条の次に次の1条を加える。

(業務継続計画の策定等）

第12条の2 児童福祉施設は、感染症や非常災害の発生時において、

利用者に対する支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の

体制で早期の業務再開を図るための計画（以下この条において「業務

継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置

を講ずるよう努めなければならない。

2 児童福祉施設は、職員に対し、業務継続計画について周知するとと

もに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう努めなければなら
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ない。

3 児童福祉施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応

じて業務継続計画の変更を行うよう努めるものとする。

第13条を次のように改める。

第13条削除

第14条第2項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染症

及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及

びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する」に改める。

附則第3項中「乳児4人以上を入所させる保育所に係る」を削り、「

准看護師」の次に「（以下この項において「看護師等」という。）」を

加え、同項に次のただし書を加える。

ただし、乳児の数が4人未満である保育所については、子育てに関

する知識と経験を有する看護師等を配置し、かつ、当該看護師等が保

育を行うに当たって当該保育所の保育士による支援を受けることがで

きる体制を確保しなければならない。

(長崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部改正）

第2条長崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成2 6年長崎市条例第4 2号）の一部を次のように改正する。

第8条の次に次の2条を加える。

(安全計画の策定等）

第8条の2 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図るた

め、家庭的保育事業所等ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備の安

全点検、職員、利用乳幼児等に対する事業所外での活動、取組等を含

めた家庭的保育事業所等での生活その他の日常生活における安全に関
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する指導、職員の研修及び訓練その他家庭的保育事業所等における安

全に関する事項についての計画（以下この条において「安全計画」と

いう。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなければな

らない。

2家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知すると

ともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。

3家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者と

の連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容

等について周知しなければならない。

4家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に

応じて安全計画の変更を行うものとする。

(自動車を運行する場合の所在の確認）

第8条の3 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活動、

取組等のための移動その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行

するときは、利用乳幼児の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用乳

幼児の所在を確実に把握することができる方法により、利用乳幼児の

所在を確認しなければならない。

2 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業者を除く。）は、利用乳

幼児の送迎を目的とした自動車（運転者席及びこれと並列の座席並び

にこれらより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しな

いものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼児の見落

としのおそれが少ないと認められるものを除く。）を日常的に運行す

るときは、当該自動車にブザーその他の車内の利用乳幼児の見落とし

を防止する装置を備え、これを用いて前項に定める所在の確認（利用

乳幼児の降車の際に限る。）を行わなければならない。
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第11条中「ときは」の次に「、その行う保育に支障がない場合に限

り」を加え、同条ただし書を削る。

第14条を次のように改める。

第14条削除

第15条第2項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染症

及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及

びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する」に改める。

(長崎市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例の一部改正）

第3条長崎市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例（令和元年長崎市条例第8 0号）の一部を次のように改

正する。

第6条に次の1項を加える。

9 第1項の規定にかかわらず、保育所若しくは家庭的保育事業所等（

長崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（

平成2 6年長崎市条例第4 2号）第3条に規定する家庭的保育事業所

等（居宅訪問型保育事業を行う場所を除く。）をいう。以下同じ。）

に入所し、又は幼保連携型認定こども園に入園している児童と指定児

童発達支援事業所に通所している障害児を交流させるときは、障害児

の支援に支障がない場合に限り、障害児の支援に直接従事する従業者

については、これら児童への保育に併せて従事させることができる。

第7条に次の1項を加える。

9 前項の規定にかかわらず、保育所若しくは家庭的保育事業所等に入

所し、又は幼保連携型認定こども園に入園している児童と指定児童発

達支援事業所に通所している障害児を交流させるときは、障害児の支
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援に支障がない場合に限り、障害児の支援に直接従事する従業者につ

いては、これら児童への保育に併せて従事させることができる。

第41条の次に次の2条を加える。

(安全計画の策定等）

第41条の2 指定児童発達支援事業者は、障害児の安全の確保を図る

ため、指定児童発達支援事業所ごとに、当該指定児童発達支援事業所

の設備の安全点検、従業者、障害児等に対する事業所外での活動、取

組等を含めた指定児童発達支援事業所での生活その他の日常生活にお

ける安全に関する指導、従業者の研修及び訓練その他指定児童発達支

援事業所における安全に関する事項についての計画（以下この条にお

いて「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措

置を講じなければならない。

2指定児童発達支援事業者は、従業者に対し、安全計画について周知

するとともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならな

い。

3指定児童発達支援事業者は、障害児の安全の確保に関して保護者と

の連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容

等について周知しなければならない。

4指定児童発達支援事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、必

要に応じて安全計画の変更を行うものとする。

(自動車を運行する場合の所在の確認）

第41条の3 指定児童発達支援事業者は、障害児の事業所外での活動、

取組等のための移動その他の障害児の移動のために自動車を運行する

ときは、障害児の乗車及び降車の際に、点呼その他の障害児の所在を

確実に把握することができる方法により、障害児の所在を確認しなけ
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ればならない。

2指定児童発達支援事業者は、障害児の送迎を目的とした自動車（運

転者席及びこれと並列の座席並びにこれらより一つ後方に備えられた

前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用の態様を勘案して

これと同程度に障害児の見落としのおそれが少ないと認められるもの

を除く。）を日常的に運行するときは、当該自動車にブザーその他の

車内の障害児の見落としを防止する装置を備え、これを用いて前項に

定める所在の確認（障害児の降車の際に限る。）を行わなければなら

ない。

第4 7条を次のように改める。

第4 7条削除

第61条中「第12条」の次に「及び第4 7条」を加える。

第6 2条に次の1項を加える。

3第1項の規定にかかわらず、保育所若しくは家庭的保育事業所等に

入所し、又は幼保連携型認定こども園に入園している児童と基準該当

児童発達支援事業所に通所している障害児を交流させるときは、障害

児の支援に支障がない場合に限り、障害児の支援に直接従事する従業

者については、これら児童への保育に併せて従事させることができる。

第7 0条に次の1項を加える。

4前項の規定にかかわらず、保育所若しくは家庭的保育事業所等に入

所し、又は幼保連携型認定こども園に入園している児童と指定医療型

児童発達支援事業所に通所している障害児を交流させるときは、障害

児の支援に支障がない場合に限り、障害児の支援に直接従事する従業

者については、これら児童への保育に併せて従事させることができる。

第7 9条中「第4 8条まで」を「第4 6条まで、第4 8条」に改める。
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第9 9条及び第10 4条中「第3 9条の2」の次に「、第41条の2

、第41条の3第1項」を加える。

附貝リ

(施行期日）

1この条例は、令和5年4月1日から施行する。ただし、第1条中長崎

市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例第13条の改

正規定、第2条中長崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

を定める条例第14条の改正規定並びに第3条中長崎市指定通所支援の

事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例第4 7条の改

正規定、第61条の改正規定及び第7 9条の改正規定は、公布の日から

施行する。

(安全計画の策定等に係る経過措置）

2この条例の施行の日から令和6年3月31日までの間、第1条の規定

による改正後の長崎市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定め

る条例（以下「新児童福祉施設基準条例」という。）第7条の2 (保育

所に係るものを除く。）及び第3条の規定による改正後の長崎市指定通

所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（以

下「新指定通所支援基準等条例」という。）第41条の2 (第61条、

第6 5条、第7 9条、第8 6条、第8 7条、第91条、第9 9条及び第

10 4条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、こ

れらの規定中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」

と、「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、

「周知しなければ」とあるのは「周知するよう努めなければ」とする。

(自動車を運行する場合の所在の確認に係る経過措置）

3新児童福祉施設基準条例第7条の3第2項の規定の適用については、
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保育所において児童の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する場合

であって、当該自動車に同項に規定するブザーその他の車内の児童の見

落としを防止する装置（以下この項において「ブザー等」という。）を

備えること及びこれを用いることにつき困難な事情があるときは、令和

6年3月31日までの間、当該自動車にブザー等を備えないことができ

る。この場合において、児童の送迎を目的とした自動車を日常的に運行

する保育所は、ブザー等の設置に代わる措置を講じて児童の所在の確認

を行わなければならない。

4第2条の規定による改正後の長崎市家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準を定める条例第8条の3第2項の規定の適用については、

家庭的保育事業者等において利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日

常的に運行する場合であって、当該自動車に同項に規定するブザーその

他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置（以下この項において

「ブザー等」という。）を備えること及びこれを用いることにつき困難

な事情があるときは、令和6年3月31日までの間、当該自動車にブザ

一等を備えないことができる。この場合において、利用乳幼児の送迎を

目的とした自動車を日常的に運行する家庭的保育事業者等は、ブザー等

の設置に代わる措置を講じて利用乳幼児の所在の確認を行わなければな

らない。

5新指定通所支援基準等条例第41条の3第2項（第61条、第6 5条

第7 9条、第8 6条、第8 7条及び第91条において準用する場合を含

む。）の規定の適用については、指定児童発達支援事業者において障害

児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する場合であって、当該自

動車に同項に規定するブザーその他の車内の障害児の見落としを防止す

る装置（以下この項において「ブザー等」という。）を備えること及び
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これを用いることにつき困難な事情があるときは、令和6年3月31日

までの間、当該自動車にブザー等を備えないことができる。この場合に

おいて、障害児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する指定児童

発達支援事業者は、ブザー等の設置に代わる措置を講じて障害児の所在

の確認を行わなければならない。

令和5年2月2 0日提出

長崎市長田上昌久

理由

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部改正に伴い、安全計

画の策定等に係る基準等を整備したいので、この条例案を提出する。



102

第3 8号議案

長崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例

長崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例（平成2 6年長崎市条例第3 9号）の一部を次のように改正

する。

第2 6条を次のように改める。

第2 6条削除

第51条中「第2 3条から」の次に「第2 5条まで、第2 7条から」を

加える。

第5 4条第6項中「第5項」」を「第4項」」に、「第4項中」を「「

交付する」とあるのは「得る」と、第3項中「前項各号」とあるのは「第

6項において準用する前項各号」と、第4項中「第2項の」とあるのは「

第6項において準用する第2項の」と、」に改め、「第5項中」の次に「

「前項」とあるのは「第6項において準用する前項」と、」を加える。

附貝IJ

この条例は、公布の日から施行する。

令和5年2月2 0日提出

長崎市長田上 g 久

理由

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て

支援施設等の運営に関する基準の一部改正に伴い、特定教育・保育施設の
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管理者の懲戒に係る権限の濫用禁止に係る基準を見直す必要があるのと、

その他所要の整備をしたいので、この条例案を提出する。
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第3 9号議案

長崎市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営

に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

長崎市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関

する基準を定める条例（平成2 6年長崎市条例第4 0号）の一部を次のよ

うに改正する。

第7条中「場合には」を「場合は」に改め、同条たたし書を削り、同条

に次の1項を加える。

2 前項の規定は、法第14条第6項に規定する園児の保育に直接従事す

る職員については、適用しない。ただし、他の社会福祉施設の職員に兼

ねる場合であって、その行う保育に支障がない場合は、この限りでない。

第9条第3項中「第12条」を「第12条第2項」に改める。

第12条ただし書を削り、同条に次の1項を加える。

2 前項の規定は、保育室等については、適用しない。ただし、他の社会

福祉施設の設備に兼ねる場合であって、その行う保育に支障がない場合

は、この限りでない。

第18条中「第13条まで」を「第12条の2まで」に改め、同条の表

第13条の項を次のように改める。

利用者に対する支援の

提供

園児の教育及び保育（

満3歳未満の園児につ

いては、その保育。以

下同じ。）

及び 並びに

第12条の2第1

項
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第18条の表第2 0条第1項の項中「（満3歳未満の園児については、

その保育。以下同じ。）」を削り、同表第4 0条第1項の項中「園長」を

「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法

律第14条第1項に規定する園長（以下「園長」という。）」に改める。

附則第11項中「前2項」を「前4項」に、「又は市長」を「、市長」

に、「をもって」を「又は看護師等をもって」に、「並びに市長」を「、

市長」に、「の総数」を「並びに看護師等の総数」に改め、同項を附則第

13項とし、同項の前に次の2項を加える。

11第6条第3項の表備考第1号に定める者については、当分の間、1

人に限って、当該幼保連携型認定こども園に勤務する保健師、看護師又

は准看護師（以下「看護師等」という。）をもって代えることができる。

ただし、満1歳未満の園児の数が4人未満である幼保連携型認定こども

園については、子育てに関する知識と経験を有する看護師等を配置し、

かつ、当該看護師等が保育を行うに当たって第6条第3項の表備考第1

号に定める者による支援を受けることができる体制を確保しなければな

らない。

12 前項の場合において、当該看護師等は補助者として従事する場合を

除き、教育課程に基づく教育に従事してはならない。

附貝リ

この条例は、令和5年4月1日から施行する。

令和5年2月2 0日提出

長崎市長田上昌久
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理由

幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基

準の一部改正に伴い、幼保連携型認定こども園における業務継続計画の策

定等に係る基準等を整備する必要があるので、この条例案を提出する。
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第4 0号議案

長崎市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を

定める条例の一部を改正する条例

長崎市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定め

る条例（平成3 0年長崎市条例第5 0号）の一部を次のように改正する。

附則第4項中「附則第7項」を「附則第8項」に改める。

附則第7項の表に次のように加え、同項を附則第8項とする。

附則第7項 第5条第2項の規定に看護師等

より置かなければなら

ない保育士の資格を有

する者

附則第6項の次に次の1項を加える。

7 第5条第2項により置かなければならない保育士の資格を有する者に

ついては、当分の間、1人に限って、当該認定こども園に勤務する保健

師、看護師又は准看護師（以下「看護師等」という。）をもって代える

ことができる。ただし、満1歳未満の子どもの数が4人未満である認定

こども園については、子育てに関する知識と経験を有する看護師等を配

置し、かつ、当該看護師等が保育を行うに当たって当該認定こども園の

保育士の資格を有する者による支援を受けることができる体制を確保し

なければならない。

附貝リ

この条例は、令和5年4月1日から施行する。
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令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上富久

理由

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法

律第3条第2項及び第4項の規定に基づき内閣総理大臣、文部科学大臣及

び厚生労働大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴

い、幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の職員の資格に関する特

例を見直したいので、この条例案を提出する。
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第41号議案

長崎市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例

長崎市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成2 6年長崎市条例第41号）の一部を次のように改正する。

第7条の次に次の2条を加える。

(安全計画の策定等）

第7条の2 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保を図るた

め、放課後児童健全育成事業所ごとに、当該放課後児童健全育成事業所

の設備の安全点検、職員、利用者等に対する事業所外での活動、取組等

を含めた放課後児童健全育成事業所での生活その他の日常生活における

安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他放課後児童健全育成事業

所における安全に関する事項についての計画（以下この条において「安

全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じな

ければならない。

2放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、安全計画について周知す

るとともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。

3放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保に関して保護者と

の連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等

について周知しなければならない。

4放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、必

要に応じて安全計画の変更を行うものとする。

(自動車を運行する場合の所在の確認）

第7条の3 放課後児童健全育成事業者は、利用者の事業所外での活動、
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取組等のための移動その他の利用者の移動のために自動車を運行すると

きは、利用者の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用者の所在を確実

に把握することができる方法により、利用者の所在を確認しなければな

らない。

第13条の次に次の1条を加える。

(業務継続計画の策定等）

第13条の2 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所

ごとに、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する支援の提

供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図

るための計画（以下この条において「業務継続計画」という。）を策定

し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。

2放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、業務継続計画について周

知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう努めなけ

ればならない。

3放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、

必要に応じて業務継続計画の変更を行うよう努めるものとする。

第14条第2項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染症及

び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びま

ん延の防止のための訓練を定期的に実施する」に改める。

附則第4項中「第11条第4項」を「第11条第5項」に、「あるのは

」を「あるのは、」に改める。

附貝IJ

(施行期日）

1 この条例は、令和5年4月1日から施行する。ただし、附則第4項の
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改正規定は、公布の日から施行する。

(経過措置）

2 この条例の施行の日から令和6年3月31日までの間、改正後の長崎

市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例第

7条の2の規定の適用については、同条第1項中「講じなければ」とあ

るのは「講ずるよう努めなければ」と、同条第2項中「実施しなければ

」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、同条第3項中「周知し

なければ」とあるのは「周知するよう努めなければ」とする。

令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上富久

理由

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、

放課後児童健全育成事業における安全計画の策定等に係る基準等を整備し

たいのと、その他所要の整備をしたいので、この条例案を提出する。
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第4 2号議案

長崎市交通遺児教育手当条例の一部を改正する条例

長崎市交通遺児教育手当条例（昭和4 6年長崎市条例第17号）の一部

を次のように改正する。

第2条中「かんがみ」を「鑑み」に改める。

第3条第1項第1号ア中「同項第11号の3」を「同項第11号の4」

に、「車いす」を「車」に改め、同項第3号中「者をいう」を「ものをい

う」に改める。

附貝IJ

この条例は、令和5年4月1日から施行する。ただし、第2条の改正規

定及び第3条第1項第3号の改正規定は、公布の日から施行する。

令和5年2月2 0日提出

長崎市長田上昌久

理由

道路交通法の一部改正に伴い、関係条文の整理をする必要があるのと、

その他所要の整備をしたいので、この条例案を提出する。
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第4 3号議案

長崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例

長崎市国民健康保険条例（昭和3 4年長崎市条例第3号）の一部を次の

ように改正する。

第4条第1項中「4 0万8, 0 0 0円」を「4 8万8, 0 0 0円」に改める。

附貝IJ

(施行期日）

1この条例は、令和5年4月1日から施行する。

(経過措置）

2改正後の長崎市国民健康保険条例の規定は、この条例の施行の日以後

の出産に係る出産育児一時金から適用し、同日前の出産に係る出産育児

一時金については、なお従前の例による。

令和5年2月2 0日提出

長崎市長田上畠久

理由

健康保険法施行令の一部が改正され、出産育児一時金の支給額が引き上

げられたことに伴い、本市においても同様の措置を講じたいので、この条

例案を提出する。
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第4 4号議案

長崎市旅館業法施行条例の一部を改正する条例

長崎市旅館業法施行条例（平成2 4年長崎市条例第5 3号）の一部を次

のように改正する。

第5条第1項第4号中「第2 9条」を「第31条第1項」に改める。

附貝IJ

この条例は、令和5年4月1日から施行する。

令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上富久

理由

博物館法の一部改正に伴い、関係条文の整理をする必要があるので、

の条例案を提出する。
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第4 5号議案

長崎市野母崎ふれあい新港条例を廃止する条例

長崎市野母崎ふれあい新港条例（平成16年長崎市条例第4 5号）は、

廃止する。

附貝IJ

この条例は、令和5年4月1日から施行する。

令和5年2月2 0日提出

長崎市長田上 s 久

理由

利用状況等を総合的に勘案し、長崎市野母崎ふれあい新港を廃止したい

ので、この条例案を提出する。
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第4 6号議案

辺地に係る公共的施設の総合整備計画について

辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する

法律（昭和3 7年法律第8 8号）第3条第1項の規定に基づき、本市の辺

地に係る公共的施設の総合整備計画を別紙のとおり定める。

令和5年2月2 0日提出

長崎市長田上富久

理由

高島辺地に係る公共的施設の総合整備計画を定めたいが、この総合整備

計画を定めるに当たっては、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財

政上の特別措置等に関する法律第3条第1項の規定により議会の議決を経

る必要があるので、この議案を提出する。
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「別紙」

総合整備計画書

長崎県長崎市局島辺地

辺地の人口3 0 5人

辺地の面積1.2 km2

1辺地の概況

(1)辺地を構成する町又は字の名称

長崎市高島町

⑵地域の中心の位置

長崎市高島町2 7 0 9番地15

(3)辺地度点数

16 0点

2 公共的施設の整備を必要とする事情

(1)消防車両等整備事業

狭あいな生活道路が存在することから、車両進入困難な場所におい

て活用する小型動カポンプ並びに同ポンプ及び消火活動用資機材を積

載する小型動カポンプ付積載車を老朽化に伴い整備し、当該辺地内の

消防団の機動力向上と消防活動の迅速化を図る。

(2)飛島磯釣り公園施設整備事業

飛島磯釣り公園は、年間を通して集客が可能なレクリエーション施

設であり、春季から秋季にかけて多くの利用者が訪れることから、老
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朽化した施設の整備を行い、施設の安全性の確保を図る。

⑶高島海水浴場・高島ふれあいキャンプ場施設整備事業

高島海水浴場及び高島ふれあいキャンプ場は、高島の観光の中心的

なスポットであり、夏季は多くの海水浴客等が訪れることから、老朽

化した施設の整備を行い、施設の安全性の確保を図る。

3 公共的施設の整備計画

令和5年度から令和9年度まで 5年間

(単位：千円)

施設名 事駐イ銘 事業費
財源内訳 一般財源のうち

辺慰嫌事業債

の予定額特疋財源 一般財源

消防施設 長崎市 3,800 3,800 3,700

観光・レクリエ-ション施設 長崎市 45,900 45,900 45, 900

合計 49,700 49,700 49,600
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「参照」

辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関

する法律

第3条第1項この法律によって公共的施設の整備をしようとする市町村

は、当該市町村の議会の議決を経て当該辺地に係る公共的施設の総合的

な整備に関する財政上の計画（以下「総合整備計画」という。）を定め

ることができる。
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第4 7号議案

辺地に係る公共的施設の総合整備計画について

辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する

法律（昭和3 7年法律第8 8号）第3条第1項の規定に基づき、本市の辺

地に係る公共的施設の総合整備計画を別紙のとおり定める。

令和5年2月2 0日提出

長崎市長田上 s 久

理由

池島辺地に係る公共的施設の総合整備計画を定めたいが、この総合整備

計画を定めるに当たっては、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財

政上の特別措置等に関する法律第3条第1項の規定により議会の議決を経

る必要があるので、この議案を提出する。
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「別紙」

総合整備計画書

長崎県長崎市池島辺地

辺地の人口10 7人

辺地の面積1.1km

1辺地の概況

(1)辺地を構成する町又は字の名称

長崎市池島町

(2)地域の中心の位置

長崎市池島町1 5 9 7番地2

(3)辺地度点数

18 0点

2 公共的施設の整備を必要とする事情

(1)医療機器整備事業

池島診療所は、島内唯一の医療機関であることから、適切な医療や

医療に対する安全安心のため、医療機器の整備を行い、地域医療体制

の確保を図る。

⑵池島中央会館整備事業

池島中央会館は、地域住民の交流及び教養の向上を図るための施設

であり、島内唯一の宿泊施設であるが、同施設の設備が老朽化してい

ることから、整備を行い、利用者の利用環境の向上と施設の安全性の
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確保を図る。

⑶離島振興センター施設整備事業

池島開発総合センターは、離島における産業及び社会教育の振興、

保健福祉の増進並びにコミュニティ活動の推進を図るための施設であ

るが、同施設の設備が老朽化していることから、整備を行い、利用者

の利用環境の向上を図る。

3 公共的施設の整備計画

令和5年度から令和9年度まで 5年間

(単位：千円)

施設名 事駐イ銘 事業費
財源内訳 一般財源のうち

辺地対策事業債

の予定額特定財源 一般財源

診療施設 長崎市 4,100 4,100 4,100

公民館その他の集会施設 長崎市 62,100 62,100 62,100

合計 66,200 66, 200 66, 200
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第4 8号議案

辺地に係る公共的施設の総合整備計画について

辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する

法律（昭和3 7年法律第8 8号）第3条第1項の規定に基づき、本市の辺

地に係る公共的施設の総合整備計画を別紙のとおり定める。

令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上富久

理由

尾戸辺地に係る公共的施設の総合整備計画を定めたいが、この総合整備

計画を定めるに当たっては、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財

政上の特別措置等に関する法律第3条第1項の規定により議会の議決を経

る必要があるので、この議案を提出する。
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「別紙」

総合整備計画書

長崎県長崎市尾}辺地

辺地の人口5 8 7人

辺地の面積6. 81km

1辺地の概況

(1)辺地を構成する町又は字の名称

長崎市琴海尾戸町、琴海大平町

⑵地域の中心の位置

長崎市琴海尾戸町4 0 〇番地2

(3)辺地度点数

14 9点

2 公共的施設の整備を必要とする事情

農業集落排水事業

小口地区における農業集落排水施設は、接続している周辺家屋から

排出されたし尿・雑排水を処理し放流する重要な施設であるが、同施

設の設備が老朽化していることから、整備を行い、地域の生活環境の

改善を図る。

3

公共的施設の整備計画

令和5年度から令和9年度まで 5年間
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(単位:千円)

施設名 事駐イ銘 事業費
財源内訳 一般財源のうち

辺地対策事業債

の予定額特定財源 一般財源

下水艇勤包設 長崎市 60,909 28, 337 32, 572 16,000

合計 60,909 28, 337 32, 572 16,000
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第4 9号議案

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更について

辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する

法律（昭和3 7年法律第8 8号）第3条第8項において準用する同条第1

項の規定に基づき、本市の辺地に係る公共的施設の総合整備計画を別紙の

とおり変更する。

令和5年2月2 0日提出

長崎市長田上 S 久

理由

道路改良（市道形上岳線）の事業費の増額に伴い、形上辺地に係る公共

的施設の総合整備計画を変更したいが、この変更については、辺地に係る

公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律第3条第

8項において準用する同条第1項の規定により議会の議決を経る必要があ

るので、この議案を提出する。
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「別紙」

形上辺地の総合整備計画（令和2年3月13日議決）の一部を次のよう

に変更する。

3公共的施設の整備計画の表道路の項を次のように改める。

鵬 長崎市 80, 500 80, 500 80, 500

3公共的施設の整備計画の表合計の項を次のように改める。

合計 87, 464 2,015 85, 449 82,919
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「妻考」

総合整備計画書

長崎県長崎市形上辺地

辺地の人口7 3人

辺地の面積4. 0 2 km

1辺地の概況

(1)辺地を構成する町又は字の名称

長崎市琴海形上町

⑵地域の中心の位置

長崎市琴海形上町2 7 3 8番地2

(3)辺地度点数

116点

2公共的施設の整備を必要とする事情

道路改良（市道形上岳線）

本線は、形上地区と隣接する西海市を結ぶ重要な生活道路であると

ともに、農業等の産業振興に寄与する路線であるが、幅員が3~4m

と狭く、カーブも多いため見通しが悪く離合にも大変危険な状況であ

ることから、拡幅改良を早急に実施し安全性の確保を図る。

超高速インターネット環境整備事業

市民生活にとって重要な社会基盤となる光回線の環境整備が進んで

おらず、超高速インターネットサービスが提供されている地区との間
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で情報格差が生じているため、電気通信事業者による光回線の整備を

支援することにより、情報通信基盤の整備を図る。

3 公共的施設の整備計画

令和2年度から令和6年度まで 5年間

(単位：千円)

施設名 事駐銘 事業費
財源内訳 一般財源のうち

遍纖事業債

の予定額特定財源 一般財源

纖 長崎市 55,000 55,000 55, 000

電鯛働轍 民間事業者 6,964 2,015 4,949 2,419

合計 61,964 2,015 59,949 57,419
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「参照」

辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関

する法律

第3条第1項この法律によって公共的施設の整備をしようとする市町村

は、当該市町村の議会の議決を経て当該辺地に係る公共的施設の総合的

な整備に関する財政上の計画（以下「総合整備計画」という。）を定め

ることができる。

第3条第8項前各項の規定は、第5項の規定により総合整備計画を提出

した市町村が当該総合整備計画を変更しようとする場合について準用す

る〇
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第5 0号議案

工事の請負契約の締結について

1

2

3

4

5

次のとおり工事の請負契約を締結するものとする。

契約の目的長崎市本庁舎ほか解体工事の請負

一般競争入札

4 7 2, 0 3 8, 9 4 6 円

議会の議決を得た日から令和7年1月10日まで

上滝・谷川建設特定建設工事共同企業体

代表者長崎市新地町5番17号

株式会社上滝

代表取締役 上滝満

契約の方法

契約の金額

ェ期

相手方

長崎市岡町9番1号

株式会社谷川建設

代表取締役 谷川喜

令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上富久

理由

長崎市本庁舎ほか解体工事の請負については、予定価格が1億5, 0 0 0

万円以上であるため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例第2条の規定により議会の議決を要するので、この議案を提

出する。
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「妻考」

長崎市本庁舎ほか解体工事の概要

1工事場所桜町

2工事内容

(1)本館解体工事一式

⑵議会棟解体工事一式

(3)外構解体工事一式

3解体する建物

(1)構 造

ア本館 鉄筋コンクリート造地下2階地上5階建

イ議会棟 鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）地上4階建

(2)延べ面積

ア本館11，39 7.64平方メー トル

イ議会棟 2,67 5.98平方メートル
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「参照」

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

第2条地方自治法（昭和2 2年法律第6 7号）第9 6条第1項第5号の

規定により議会の議決に付さなければならない契約は、予定価格1億5,

0 0 0万円以上の工事又は製造の請負とする。
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第51号議案

工事の請負契約の締結について

次のとおり工事の請負契約を締結するものとする。

1契約の目的長崎駅東ロロングルーフ2期建設主体工事の請負

2契約の方法一般競争入札

3契約の金額 3 6 8, 6 7 6, 4 7 4円

4エ期議会の議決を得た日から令和6年4月3 0日まで

5相手方長崎市飽の浦町9番4号

株式会社日東建設

代表取締役 大田光敏

令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上富久

理由

長崎駅東ロ ロングルーフ2期建設主体工事の請負については、予定価格

が1億5, 0 0 0万円以上であるため、議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例第2条の規定により議会の議決を要するので、

この議案を提出する。
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「参考」

長崎駅東ロロングルーフ2期建設主体工事の概要

1工事場所尾上町

2 工事内容

(1)建築物の構造鉄骨造（一部木造）

⑵建築物の面積建築面積 512平方メートル

延べ面積3 6平方メー トル
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第5 2号議案

ェ事のg青負契約の締結について

次のとおり工事の請負契約を締結するものとする

1契約の目的

2契約の方法

3契約の金額

4エ期

5相手方

長崎駅周辺土地区画整理事業高架広場撤去工事の請負

一般競争入札

3 2 5,1 8 1，9 3 1円

議会の議決を得た日から令和6年9月6日まで

長興・加藤特定建設工事共同企業体

代表者長崎市三原1丁目5番43 ̶ 809号

長興産業株式会社

代表取締役 村山和紀

長崎市竹の久保町2 〇番9号

加藤産業株式会社

代表取締役 加藤博文

令和5年2月2 0日提出

長崎市長田上 g 久

理由

長崎駅周辺土地区画整理事業高架広場撤去工事の請負については、予定

価格が1億5, 0 0 0万円以上であるため、議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例第2条の規定により議会の議決を要する

ので、この議案を提出する。
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「妻考」

長崎駅周辺土地区画整理事業高架広場撤去工事の概要

1工事場所大黒町及び尾上町

2 工事内容延長 7 6 メートル

高架広場上部撤去エー式

高架広場下部撤去エー式

仮設エー式



138

第5 3号議案

工事の施行協定の一部変更について

令和3年6月2 2日に議会の議決を得て締結し、及び令和4年11月4

日に専決処分して一部変更した長崎駅周辺土地区画整理事業に伴う路面電

車軌道移設工事の施行協定の一部を次のとおり変更するものとする。

2 協定の金額 L 4 3 L 8 0 5, 3 2 0円

令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上富久

理由

長崎駅周辺土地区画整理事業に伴う路面電車軌道移設工事の施行協定に

ついては、労務単価等が著しく上昇したため、協定の金額を変更する必要

があるので、この議案を提出する。
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「妻考」

(令和3年6月2 2日議決)

工事の施行協定の締結について

1

2

3

4

次のとおり工事の施行協定を締結するものとする。

協定の目的長崎駅周辺土地区画整理事業に伴う路面電車軌道移設エ

事の施行

協定の金額1，2 9 6,19 6, 0 0 0円（令和4年11月4日に専決処

分して1，314, 3 8 7, 8 0 0円に変更）

ェ期議会の議決を得た日から令和5年3月31日まで

相手方長崎市大橋町4番5号

長崎電気軌道株式会社

代表取締役社長 中島典明



140

第5 4号議案

土地の処分について

次の土地を売り払うものとする。

所在 地番 地目 面積

長崎市小瀬戸町 7 3 3 番 4 雑種地

11，7 8 3・5平方メー ト

ノレ

令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上 g 久

理由

前記の土地を売り払いたいが、この土地の売払いについては、その予定

価格が2, 0 0 0万円以上であり、かつ、その面積が5, 0 0 0平方メートル

以上であるため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関

する条例第3条の規定により議会の議決を要するので、この議案を提出す

る〇
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「参考」

処分予定地位置図

至みなと坂1丁目

小瀬戸町
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「参照」

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

第3条地方自治法第9 6条第1項第8号の規定により議会の議決に付さ

なければならない財産の取得又は処分は、予定価格2, 0 0 0万円以上の

不動産若しくは動産の買入れ若しくは売払い（土地については、1件5,

0 0 0平方メートル以上のものに係るものに限る。）又は不動産の信託

の受益権の買入れ若しくは売払いとする。
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第5 5号議案

土地の処分について

次の土地を売り払うものとする。

所在 地番 地目 面積

長崎市田中町 5 1 3 番 2 雑種地

2 2, 4 0 9・1 2 平方メ ー

トル

令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上富久

理由

前記の土地を売り払いたいが、この土地の売払いについては、その予定

価格が2, 0 0 0万円以上であり、かつ、その面積が5, 0 0 0平方メートル

以上であるため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関

する条例第3条の規定により議会の議決を要するので、この議案を提出す

る〇
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「参考」

処分予定地位置図

N
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第5 6号議案

権利の放棄について

銅座町財産区は、次の権利を放棄するものとする。

株式会社串源に対する建物賃料1，4 5 0, 0 0 0円及びこれに係る遅延損

害金並びに違約金6 8 0, 0 0 0円の金銭債権

令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上富久

理由

銅座町財産区の株式会社串源に対する建物賃料等の金銭債権について、

回収の見込みがないため、当該金銭債権を放棄したいが、この権利の放棄

については、地方自治法第9 6条第1項第10号の規定により議会の議決

を要するので、この議案を提出する。
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「拳考」

金銭債権の概要

1銅座町財産区が所有する建物の賃貸借契約に係る金銭債権

⑴賃料及び遅延損害金

ア賃料1，4 5 0, 0 0 0円

イ発生年度平成3 0年度

ウ遅延損害金納入期限の翌日から納入の日までの期間に応じ、年

2. 7 %の割合を乗じて計算した金額

⑵建物賃貸借契約解除に伴う違約金

ア違約金 6 8 0, 0 0 0円

イ発生年度平成3 0年度

2建物の所在地長崎市銅座町3 0 6番地1

3相手方長崎市銅座町14番6号

株式会社串源

代表取締役 辻丸博行
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「参照」

地方自治法

第9 6条第1項（抜粋）普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を

議決しなければならない。

(10)法律若しくはこれに基づく政令又は条例に特別の定めがある場合を

除くほか、権利を放棄すること。
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第5 7号議案

土地の無償貸付けについて

次のとおり土地を無償で貸し付けるものとする。

1貸し付ける土地

所在 地番 地目 面積 備考

長崎市田中町
22 9 7 番
3

山林
515. 4 9平方

メートル

一部

同

2 3 3 6 番
9 一部

2貸付けの目的

地域と連携して実施する障害福祉サービス事業の用に供するため

3貸付けの相手方

長崎市田中町3 4 5 0番地15

特定非営利活動法人ポニーランド長崎

理事長 犬塚博二

4貸付期間

令和5年4月1日から令和11年1月31日まで

令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上富久

理由

前記のとおり土地を無償で貸し付けたいが、この土地の無償貸付けにつ

いては、地方自治法第9 6条第1項第6号の規定により議会の議決を要す
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るので、この議案を提出する。
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「参考」

貸付予定地位置図

松
里
園

の
る
た

赤
ほ
公
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「参照」

地方自治法

第9 6条第1項（抜粋）普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を

議決しなければならない。

(6)条例で定める場合を除くほか、財産を交換し、出資の目的とし、若

しくは支払手段として使用し、又は適正な対価なくしてこれを譲渡し、

若しくは貸し付けること。
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第5 8号議案

市道路線の認定について

道路法（昭和2 7年法律第18 0号）第8条第1項の規定により、次の

とおり市道路線を認定するものとする。

路線名
起点 重要な

経過地終点

上小島4 6号線
長崎市上小島4 丁目

長崎市上小島4 丁目

田中町112号線
長崎市田中町

長崎市田中町

令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上富久

理由

道路の寄附等に伴い、前記のとおり市道路線を認定したいが、この認定

については、道路法第8条第2項の規定により議会の議決を経る必要があ

るので、この議案を提出する。
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「参考」

市道路線認定図
(1)

N

凡例路線名対照

番号 路線名 備 考

①
上小島4 6号線 認 定
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「参考」

市道路線認定図

凡 例 路線名対照

―・ 認定路線 番号 路線名 備 考

① 田中町112号線 認 定

2 N

既認定路線
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「参照」

道路法

第8条第1項第3条第4号の市町村道とは、市町村の区域内に存する道

路で、市町村長がその路線を認定したものをいう。

第8条第2項市町村長が前項の規定により路線を認定しようとする場合

においては、あらかじめ当該市町村の議会の議決を経なければならない。
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第5 9号議案

あらたに生じた土地の確認及び字の区域の変更について

地方自治法（昭和2 2年法律第6 7号）第9条の5第1項の規定により

本市内にあらたに生じた次の土地を確認し、同法第2 6 0条第1項の規定

により字の区域を次のとおり変更する。

あら たに生じた 土 地

編入する字

位置 面積

長崎市神浦向町字大松野4 2番2

及び4 2番3に隣接する道路地先

並びに4 2番2、4 3番及び4 4

番に隣接する道路に隣接する道路

地先並びに字中島4 5番1、4 5

番2、4 6番、4 7番、4 9番、

51番1、51番2、5 2番及び

5 3番に隣接する道路地先並びに

5 2番及び5 3番に隣接する道路

に隣接する道路地先

5 5 2. 4 7 平方メ

ートル
字中島

令和5年2月2 0日提出

長崎市長 田上富久

理由

前記の公有水面埋立地は、本市の区域内にあらたに生じた土地として確

認する必要があるのと、この確認に伴い字の区域を変更する必要があるた

め、議会の議決を経たいので、この議案を提出する。
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「妻考」

埋 立 地 面積

埋立

出願人

用途

しゅん功

認可

年月日

神浦向町字中

島に編入する

土地

5 5 2・4 7平方メ

―トノレ
長崎県 道路用地 4.11.22
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「参考」

埋立地位置図

N
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「参照」

地方自治法

第9条の5第1項市町村の区域内にあらたに土地を生じたときは、市町

村長は、当該市町村の議会の議決を経てその旨を確認し、都道府県知事

に届け出なければならない。

第2 6 0条第1項市町村長は、政令で特別の定めをする場合を除くほか、

市町村の区域内の町若しくは字の区域を新たに画し若しくはこれを廃止

し、又は町若しくは字の区域若しくはその名称を変更しようとするとき

は、当該市町村の議会の議決を経て定めなければならない。
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第6 0号議案

包括外部監査契約の締結について

次のとおり包括外部監査契約を締結するものとする。

1契約の目的当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告

2契約の金額12, 5 4 0, 0 0 0円を上限とする額

3契約の始期令和5年4月1日

4相手方住所長崎市川口町6番2 7 ̶ 7 0 2号

氏名松本考功

資格公認会計士

令和5年2月2 0日提出

長崎市長田上富久

理由

包括外部監査契約を締結する場合においては、地方自治法第2 5 2条の

3 6第1項の規定により、あらかじめ議会の議決を経る必要があるので、

この議案を提出する。
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「参考」

包括外部監査契約の相手方

住所長崎市川口町6番2 7 ̶ 7 0 2号

職業公認会計士（松本考功公認会計士事務所)

昭和61年10月15日生

略歴

平成21年 3月同志社大学経済学部卒業

自平成2 5年 2月有限責任監査法人トーマツ勤務

至平成2 8年10月

自平成2 8年12月税理士法人松本総合会計勤務

至現

自平成2 9年

至現

自平成2 9年

至現

自平成2 9年

至現

自令和 3年

至現

在

2月税理士

在

4月公認会計士

在

4月松本考功公認会計士事務所所長

在

4月長崎市包括外部監査人

在
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③
長監第 81号

令和4年11月2 5日

長崎市長田上 s 久様

長崎市監査委員柴原慎一

同三谷利博

同奥村修計一
同林広文

令和5年度包括外部監査契約締結に関する意見について

地方自治法第2 5 2条の3 6第1項に基づき、令和4年11月15日付

け長監第7 7号で意見を求められた令和5年度包括外部監査契約締結に係

る次の事項については、同意します。

1契約の相手方住所長崎市川口町6番2 7 一 7 0 2号

氏名松本考功

資格公認会計士

2 契約の始期 令和5年4月1日
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「参照」

地方自治法

第2 5 2条の2 8第1項（抜粋）普通地方公共団体が外部監査契約を締

結できる者は、普通地方公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行

政運営に関し優れた識見を有する者であって、次の各号のいずれかに該

当するものとする。

(2)公認会計士（公認会計士となる資格を有する者を含む。）

第2 5 2条の3 6第1項（抜粋）次に掲げる普通地方公共団体の長は、

政令で定めるところにより、每会計年度、当該会計年度に係る包括外部

監査契約を、速やかに、一の者と締結しなければならない。この場合に

おいては、あらかじめ監査委員の意見を聴くとともに、議会の議決を経

なければならない。

⑵政令で定める市

第2 5 2条の3 6第4項第1項又は第2項の規定により包括外部監査契

約を締結する場合には、第1項各号に掲げる普通地方公共団体及び第2

項の条例を定めた第1項第2号に掲げる市以外の市又は町村（以下「包

括外部監査対象団体」という。）は、連続して4回、同一の者と包括外

部監査契約を締結してはならない。

第2 5 2条の3 6第7項包括外部監査契約の期間の終期は、包括外部監

査契約に基づく監査を行うべき会計年度の末日とする。

地方自治法施行令

第17 4条の4 9の2 6 地方自治法第2 5 2条の3 6第1項第2号に規

定する政令で定める市は、指定都市及び中核市とする。



第６７号議案 

長崎市福祉医療費支給条例の一部を改正する条例 

長崎市福祉医療費支給条例（昭和４９年長崎市条例第２９号）の一部を

次のように改正する。 

第２条第３項中「満１５歳」を「満１８歳」に改める。 

第９条第１項中「支給対象者が市長が定める医療取扱機関」を「支給対

象者のうち中度心身障害者及び子ども（満１５歳に達する日の翌日以後の

最初の４月１日から満１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間

にある者に限る。）以外のもの（以下「現物給付対象者」という。）が医 

療取扱機関（市長が定めるものに限る。以下この項において同じ。）」に、

「支払うもの」を「支払う方法により支払うもの」に改め、同条第３項を 

次のように改める。 

 ３ 第１項の規定にかかわらず、市長は、現物給付対象者が同項の医療取

扱機関以外の医療取扱機関において医療を受けたときその他特別の理由

があると認めるときは、受給者の申請に基づき支払う方法（以下「償還

払」という。）により、福祉医療費を支給することができる。 

第９条第４項中「前項」を「前２項」に改め、「による」の次に「福祉

医療費の支給の」を加え、同項を同条第５項とし、同項の前に次の１項を

加える。 

４ 市長は、支給対象者のうち現物給付対象者以外のものが医療取扱機関

において医療を受けたときは、償還払により、福祉医療費を支給するも

のとする。 

 第１３条第１項及び第２項中「に規定する」を「又は第４項の規定によ

る福祉医療費の支給の」に改める。 
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附 則 

 （施行期日） 

 １ この条例は、令和５年１０月１日から施行する。ただし、附則第３項

の規定は、公布の日から施行する。 

  （経過措置） 

 ２ 改正後の長崎市福祉医療費支給条例（以下「改正後の条例」という。

）の規定は、令和５年４月１日以後に行われた医療に係る福祉医療費か

ら適用し、同日前に行われた医療に係る福祉医療費については、なお従

前の例による。 

（準備行為） 

３ 改正後の条例第２条第３項に規定する子ども（満１５歳に達する日の

翌日以後の最初の４月１日から満１８歳に達する日以後の最初の３月３

１日までの間にある者に限る。）に係る福祉医療費の支給のために必要

な手続その他の行為は、この条例の施行の日前においても行うことがで

きる。 

  令和５年３月２日提出 

                 長崎市長  田 上 富 久 

   理 由 

 子どもに係る福祉医療費の支給制度の拡充を図るため、福祉医療費の支

給の対象年齢を拡大したいのと、その他所要の整備をしたいので、この条

例案を提出する。 
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第６８号議案 

長崎市建築物における駐車施設の附置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例の一部を改正する条例 

 長崎市建築物における駐車施設の附置及び管理に関する条例の一部を改 

正する条例（令和４年長崎市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

 第４条の表の改正規定中
 

6,０００平方メートル×(イ)の

項に掲げる面積－1,０００平

方メートル×建築物の延べ面

積 

を 

6,０００平方メートル×(ウ)の
項に規定するそれぞれの用途
に供する各部分の延べ面積－
1,０００平方メートル×建築
物の延べ面積 

 に 

                         

改める。 

  附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

   令和５年３月２日提出 

                   長崎市長  田 上 富 久 

  

    理 由 

  建築物を新築する場合の駐車施設の附置に係る基準に関し、関係条文の

整理をする必要があるので、この条例案を提出する。 

「 「 

」 」 
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